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2007.03.23　成年後見活用講座(松江市)【案内】

　１．日時：平成１９年３月２３日（金）９：３０−１５：３０（９：００　受付）
　２．会場：いきいきプラザ島根　４０３研修室

　３．内容：講義：「成年後見制度の概要」　講師：松江家庭裁判所（予定）

　　　　　　講義：「成年後見人の職務」　講師：島根県弁護士会（予定）

　　　　　　講義：「地域福祉権利擁護事業と成年後見制度」　講師：島根県社会福祉士会（予定）

　　　　　　講義：「任意後見制度の活用」　講師：公証人（予定）

　　　　　　講義：「法定後見等の申立ての実務」　講師：島根県司法書士会（予定）

　４．受講費：一般７，０００円、会員５，０００円

2007.03.15　権利擁護研修会(松江市)【案内】

　１．日時・内容　平成１９年３月１５日（木）１０：００−１５：３０
　　　　１０：００　開会

　　　　１０：０５　在宅高齢者虐待専門職チームが実施したアンケート結果の報告について

　　　　　　　　　　　島根県社会福祉士会　西尾和子氏

　　　　１０：３０　講演会「高齢者虐待とは何か？」

　　　　　　　　　　　島根県弁護士会　錦織正二氏

　　　　１２：００　休憩

　　　　１３：００　事例検討

　　　　　　　　　　（事例提出者）

　　　　　　　　　　　・松江市中央地域包括支援センター

　　　　　　　　　　　・出雲高齢者あんしん支援センター

　　　　　　　　　　　・大田市地域包括支援センター

　　　　　　　　　　（助言者）島根県弁護士会、島根県社会福祉士会　等

　　　　１５：３０　閉会

　２．主　催　島根県・島根県弁護士会・島根県社会福祉士会との共催

　３．対　象　市町村及び地域包括支援センター職員、権利擁護関係者（※　社会福祉士を含む）

　４．会　場　島根県民会館「大会議室」

2007.03.03　第2回総会・会員研修(浜田市)【案内】

　１．日時　平成１９年３月３日（土）１３:００−１６：３０
　２．会場　いわみーる　４階

　３．総会　１３：００−１４：１５
　　　（報告事項）１．日弁連との連携による在宅高齢者虐待対応チームについて

　　　　　　　　　２．全国統一研修について

　　　　　　　　　３．成年後見研修のブロック委託研修について

　　　（議事）　　１．２００７年度事業計画案について

　　　　　　　　　２．２００７年度事業予算案について

　４．研修　１４：３０−１６：３０
　　　（仮題）日本社会福祉士会の近況及び地域包括支援センターの現況

　　　（講師）谷口光治氏

　　　　　　　（社団法人日本社会福祉士会常任理事、社団法人広島県社会福祉士会副会長）

2007.01.28　第19回（平成18年度）社会福祉士国家試験【案内】

2007.01.21　対人援助技術研修【案内】

日時：平成１９年１月２１日（日）１３：３０−１７：００ 

会場：パルメイト出雲　４Ｆパルメイトホール（出雲市駅前） 

内容：援助を考える「人に対して援助するということ」についての基本を学ぶ 

講師：田村　満子氏（たむらソーシャルネット代表） 

参加費（資料代）：一般１,５００円

　　　　　　　　島根県社会福祉士会・島根県介護支援専門員協会　各会員　５００円 

2007.01.13　川本ブロック研修会

日時：平成１９年１月１３日（土）１３：３０−１７：１５ 

会場：四つ葉の里地域交流ホーム研修室 

内容：島根県社会福祉士会現況報告、高齢者・障害者の虐待防止について、生活保護の現状と将来 

研修会終了後に、空海（邑南町中野　0855-95-2200）にて交流会を開催 

2006.12.20　国家試験合否通知メールサービス【案内】

2006.12.03　高次脳機能障害研修会（出雲市）2単位【案内】【申込】

１．日　時　平成１８年１２月３日（日）１３：２０-１５：３０

２．場　所　島根県立中央病院　２階　大研修室

３．テーマ　高次脳機能障害者の生活支援における認知リハ

４．講　師　中島恵子さん（九州ルーテル学院大学教授）

５．参加費　無料

６．定　員　１５０名（定員になり次第締め切らせていただきます）

７．日　程

　　１２：３０（受付）

　　１３：２０（講師紹介）

　　１３：３０（講演）

　　１５：００（意見交換）

　　１５：３０（講演会終了）

2006.11.23　成年後見・任意後見制度研修会（浜田市）【案内】

・日時：平成１８年１１月２３日（木）１３：３０−１５：３０
・会場：浜田市総合福祉センター会議室

　　　　（浜田市野原町８５９−１　ＴＥＬ：０８５５−２２−００９４）
・講師：田上尚志氏（浜田ひまわり基金法律事務所　弁護士）

　　　　廣津隆久氏（松江地方法務局所属　浜田公証役場　公証人）

・参加費：無料

・主催：石見成年後見センター、浜田市地域包括支援センター

・参加申し込みは、不要です。

・お問い合わせ先：浜田市健康長寿課　高齢者包括支援係

2006.11.18　基礎研修（出雲市）【案内】【申込】

１．日程　平成１８年１１月１８日（土）１３：００−１８：００
　　　　　受付時間　１２:３０−１３:００
２．内容　「社会福祉士会の活動について」　

　　　　　　講師：島根県社会福祉士会

　　　　　「生涯研修制度について」

　　　　　　講師：島根県社会福祉士会

　　　　　「社会福祉士の倫理について（仮題）」

　　　　　　講師：池田　恵利子　さん

　　　　　　　　　（いけだ成年後見ネット代表、元　社団法人日本社会福祉士会　副会長　他）

　　　　　「懇親会」

３．会場　出雲市サイクリングターミナル　銀輪荘

　　　　　出雲市塩冶有原町２丁目１０　ＴＥＬ：０８５３-２３-１３７０（代）

４．対象　平成１６年度以降入会の会員、入会予定の社会福祉士、受講を希望する会員

５．参加費　無料

2006.11.14　高齢者虐待対応専門職チーム（11月14日　毎日新聞）【報告】　

高齢者虐待対応専門職チーム（11月14日　毎日新聞朝刊記事） 

2006.11.07　平成１８年度社会福祉士養成実習指導者特別研修会【案内】【申込】

2006.11.03　高齢者虐待防止へ専門職チーム（１１月３日　島根日日新聞）【報告】

弁護士・社会福祉士が連携　事例相談・調査をサポート　島根、重点地域に 

2006.11.03　社会福祉士国家試験全国統一模擬試験（松江市）【案内】【申込】

１．日程　平成１８年１１月３日（金）

　　　　　受付時間　９:００−９:４５
　　　　　試験時間　午前の部　１０:００−１１:５５（１時間５５分）８０問
　　　　　　　　　　午後の部　１３:３０−１５:３５（２時間　５分）７０問
２．会場　いきいきプラザ島根　４０１研修室

３．受験料　７，０００円

2006.10.22　平成１８年度介護支援専門員実務研修受講試験【案内】

2006.10.21　高次脳機能障害研修会【案内】【申込】

研修：高次脳機能障害研修会「高次脳機能障害の診断とリハビリ」

講師：橋本　圭司　先生（東京慈恵会医科大学　リハビリテーション専門医）

日時：平成18年10月21日（土）18時〜
会場：出雲医師会館２階（出雲市塩冶有原町2-19）

2006.10.01, 10.13　平成18年度介護予防従事者研修会【案内】【申込】

第１回　総論編、運動器の機能向上について

　日時：平成１８年９月９日（土）１０：００−１６：３０
　会場：出雲市民会館大ホール（出雲市塩治有原町２−１５）
　講演１：「効果的な介護予防の進め方」（仮題）

　　　：講師：鈴木　隆雄　氏（東京都老人総合研究所　副所長）

　講演２「運動器の機能向上について」（仮題）

　　　：講師：仲　貴子　氏（東京都老人総合研究所　自立促進等介護予防研究チーム）

第２回　口腔機能の向上について

　日時：平成１８年１０月１日（日）１３：００−１６：００
　場所：フローラ出雲大ホール（出雲市西新町２丁目２４５６−４）
　講演：「口腔機能の向上」について（仮題）

　　　：講師：菊谷　武　氏（日本歯科大学歯学部付属病院・介護リハビリテーションセンター長）

第３回　栄養改善について

　日時：平成１８年１０月１３日（金）１３：００−１６：００
　場所：島根県松江合同庁舎講堂（松江市東津田１７４１−１）
　講演：「栄養改善」について（仮題）

　　　：講師：杉山　みち子　氏（神奈川県立保健福祉大学　教授）

2006.09.16-17　平成18年度地域包括ケア研修会【案内】【案内】【申込】

１．日程　平成１８年９月１６日（土）１３：００−１７：００
　　　　　平成１８年９月１７日（日）　９：３０−１５：４５
２．会場　神戸市国際展示場　２号館　コンベンションホール、会議室

　　　　　（神戸市中央区港島中島６−１１−１）
３．参加対象　介護支援専門員、地域包括支援センター職員、地域包括支援センターに係る市町村職員

４．定員　１,０００名（予定）

５．参加費用

　　・会員　１０,０００円（日本看護協会、日本社会福祉士会、日本介護支援専門員協会、等）

　　・非会員　１３,０００円

　　・交流会参加費　５,０００円

2006.09.16-17　社会福祉士全国統一研修（山口会場）【案内】【申込】

　日程：９月１６日（土）１３：００−１７日（日）１５：００
　会場：ホテルニュータナカ　山口県山口市湯田温泉２−６−２４
　　　　ＴＥＬ：０８３−９２３−１３１３、ＦＡＸ：０８３−９２５−６３１６
　定員：１５０名

　受講資格：日本社会福祉士会会員　および　日本社会福祉士会会員以外の社会福祉士

　受講費：会員：１２，０００円　非会員：１８，０００円

（１日目）　

　１３：００　主催者挨拶

　１３：１０　共通講座（９０分）「実践研究　日々の援助の振り返り、検証することから研究へ」

　　　　　　　講師：長岩嘉文さん（日本福祉大学社会福祉総合研修センター　研究員）

　１４：４０　休憩（２０分）

　１５：００　シンポジウム（１２０分）「福祉経営　福祉サービスの質を高めるために」

　　　　　　　コーディネーター：土屋幸己さん（富士宮市社会福祉協議会　事務局次長）

　終了後　懇親会

（２日目）　

　　９：００　選択講座（３００分）

　　　講座１「福祉権利　福祉における権利とその擁護」

　　　　　　　講師：久保美紀さん（明治学院大学　教授）

　　　講座２「対人援助　ソーシャルワークの価値」

　　　　　　　講師：空閑浩人さん（同志社大学　助教授）

　　　講座３「地域支援　コミュニティソーシャルワークと社会福祉士」

　　　　　　　講師：岡崎仁史さん（広島国際大学　教授）

2006.09.16　デンマークの家庭医制度−認知症（の人たち）に対する家庭医の役割−【案内】【申込】
研修：デンマークの家庭医制度

日時：平成18年9月16日（土）18時〜
会場：高次脳機能障害デイケア　きらり（エスポアール出雲クリニック　リハビリセンターゆう３階）

講師：京子・ラスムセン　先生（コペンハーゲン大学病院ヘアレウ　腫瘍科医）

2006.09.02　出雲成年後見センター研修会　【案内】

　日時　：　平成１８年９月２日（土）15:00−17:00

　会場　：　島根県立中央病院　大研修室

　講義　：　権利擁護政策の展開と課題

　講師　：　高橋　紘士さん（立教大学コミュニティ学部　教授）

　参加費　：　無料

　主催　：　出雲成年後見センター

　共催　：　出雲高齢者あんしん支援センター（出雲市地域包括支援センター）

2006.09.01　求人情報について

会員ページ「更新履歴」2006.09.01　求人情報について 

2006.08.24-26　第12回地域福祉実践研究セミナー「住民主体の地域福祉実践とまちづくり」

　　　　　−安心して住み続けるための包括ケアとコミュニティソーシャルワーク−【案内】【申込】
　１．日時　２００６年８月２４日（木）−２６日（土）
　２．主催　特定非営利活動法人日本地域福祉研究所、松江市、社会福祉法人松江市社会福祉協議会

　３．共催　社会福祉法人島根県社会福祉協議会

　４．運営　第１２回地域福祉実践研究セミナー実行委員会

　５．会場

　　１）主な会場　島根県民会館大ホール、松江テルサ テルサホール

　　２）ワークショップ会場　ワークショップ１−８のそれぞれの会場
　　３）情報交換会会場『ホテル一畑』

　６. 参加対象

　　　社会福祉協議会職員、社会福祉施設職員、保健・医療・福祉・生涯学習に携わる職員、医療機関、

　　ボランティア・ＮＰＯ等、地域福祉実践に携わる職員や市民、大学院生など

　７．募集定員　２００名（先着順）

　８．セミナー参加申込書

　　　７月２６日（水）までに参加申込書を日本地域福祉研究所へ郵送またはＦＡＸにてお送り下さい。

　　　後日、参加のワークショップ及び参加費振り込み手続き等をお知らせします。

　９．参加費

　　　一般　　：２５，０００円（内訳）参加費（資料代込み）１８，０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２日目昼食代１，０００ 円、情報交換会費６，０００円

　　　研究所員：２３，０００円（内訳）参加費（資料代込み）１６，０００円、以下同上

　　　島根県内：２２，０００円（内訳）参加費（資料代込み）１５，０００円、以下同上

　　　大学生　：２２, ０００円（内訳）参加費（資料代込み）１５，０００円、以下同上

　　　※　大学院生は一般参加扱いとします。

　　　※　基本的に３日間の全日参加とします。１日のみの参加費等の設定はありません。

　　　※　ワークショップ参加者の相互の交流を深めるため、原則として情報交換会へ参加願います。

　　　【参加申込み・お問い合わせ先】

　　　　特定非営利活動法人日本地域福祉研究所事務局（担当）井上・高田・岡村

　　　　〒１６２−０８４５　東京都新宿区市谷本村町３−２７　ロリエ市ヶ谷３階
　　　　電話：０３−５２２５−０２３７、Fax：０３−５２２５−０２３８、E-mail jicw@nifty.com

　　　　ホームページ http://homepage3.nifty.com/jicw/index.htm

　　　　※　お電話でお問い合わせの方は、月−木、１０：００−１７：００の時間帯にお願い致します。
１０．宿泊・交通等について

　○　今回のセミナーの宿泊・交通については、個人手続きを原則とします。

　○　例年のように同一宿泊施設でのプログラム、宿泊先から各会場までの送迎は用意しておりません。

　　　現地の会場にて集合・解散とします。宿泊・交通に関しては日本地域福祉研究所、並びに松江市社

　　協は一切取り扱いいたしません。なお宿泊先等について申し込みが必要な方のみ、下記の業者を紹介

　　いたします。『宿泊申込書』：「近畿日本ツーリスト」へ郵送またはＦＡＸでお送りください。

　　【宿泊申込み・お問い合わせ先】

　　　近畿日本ツーリスト株式会社担当：平崎

　　　〒６９０−０８８７　島根県松江市殿町１７１番地
　　　電話：０８５２−２２−４８９３、FAX：０８５２−２７−８３５９
2006.08.09　第４期障害者の地域生活支援研修【案内】【申込】

2006.07.24　介護サービス情報の公表対策研修会　マニュアルダウンロード

　会員ページに、以下のマニュアルを掲載しました。

　１．人事マニュアル

　　　・ビジネスマナー

　　　・新人教育プログラム

　　　・プライバシー保護に関するガイドライン

　　　・権利擁護に関する利用マニュアル

　２．介護業務マニュアル

　　　・介護マニュアル　１．表紙

　　　・介護マニュアル　２．目次

　　　・介護マニュアル　３．はじめに

　　　・介護マニュアル　４．統一マニュアル

　　　・介護マニュアル　５．別添資料（医学的知識・目次）

　　　・介護マニュアル　６．医療

　　　・介護マニュアル　７．参考文献

　　　・介護事故防止マニュアル

　　　・認知症高齢者ケアマニュアル

　　　・事故防止−高齢者に多い転倒と誤嚥の防ぎ方−

　　　・状態別入浴方法

　　　・臭い対策マニュアル

　　　・行方不明マニュアル

　　　・身体拘束廃止マニュアル

　３．看護業務マニュアル

　　　・高齢者介護施設における感染対策マニュアル

　　　・感染症等（疑）発生報告票・感染症等終息報告票

　　　・感染症・食中毒の予防・まん延防止に関する指針

　　　・褥瘡予防対策マニュアル

　　　・服薬管理マニュアル

　　　・応急手当マニュアル

　　　・風邪・インフルエンザ対策マニュアル

　　　・衛生管理（感染対策）マニュアル

　　　・器具・備品等衛生管理表

　　　・終末ケア対応マニュアル

　　　・看取りに関する指針

　　　・看取り介護計画書

　　　・ターミナル期における観察事項

　４．栄養管理マニュアル

　　　・栄養ケアマニュアル−栄養ケアマネジメント−

　　　・食中毒発生時マニュアル

　５．その他マニュアル

　　　・防災マニュアル

　　　・入所に関する問合せ・見学の記録等

　　　・外出・外泊支援実施伺い及び実施記録

　　　・緊急時対策マニュアル（千寿）原本＆事故報告書

　　　・訪問介護緊急対応マニュアル

　　　・介護保険被保険者に係る事故報告書

　　　・事故報告書

　　　・地域包括支援センター業務マニュアル

2006.07.25-08.25　広報委員会からのお知らせ

　7月25日から8月25日までの間、ホームページの更新を中止いたします。

　その間の代替策として、掲示板にて、ご案内しますので、こちらを確認して下さい。

2006.07.24　介護サービス情報の公表　対策研修会　松江市【案内】【申込】

　１．開催日時　平成１８年７月２４日（月）１３:３０−１６:３０
　２．参加対象　介護保険サービス事業者および島根県社会福祉士会会員

　３．参加人員　３００名（定員になり次第受付を締め切らせていただきます。）

　４．会　　場　くにびきメッセ　３Ｆ　国際会議場

　５．参加費用　一般　５０００円、島根県社会福祉士会会員　３０００円

　６．講　　師　社会福祉法人鶯園　特別養護老人ホーム千寿荘　荘長　小泉立志氏（社会福祉士）

　　　　　　　　・岡山県「介護サービス情報の公表」モデル事業調査員、岡山県調査員指導者

　　　　　　　　・岡山県老人福祉施設協議会　研修委員

　　　　　　　　・岡山県老人福祉施設協議会　２１世紀委員会　委員長

　　　　　　　　・全国老人福祉施設協議会　２１世紀委員会委員

　７．日程　１３：３０　開会挨拶

　　　　　　１３：４０　講義１「介護サービス情報の公表」の概要

　　　　　　　　　　　　講義２「調査情報項目」に対する対処方法

　　　　　　１６：００　質疑応答

2006.07.20　『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』のご案内【案内】

　中央法規出版株式会社が『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』を出版します。

2006.06.24　石見成年後見センター「成年後見制度」研修会【案内】

　１．日　時　　平成１８年６月２４日（土）１３：３０〜１５：３０
　２．会　場　　江津市総合市民センター　大会議室（２Ｆ）

　３．内　容　　１３：３０〜１５：００　研修会
　　　　　　　　「成年後見制度の概要」

　　　　　　　　　　浜田ひまわり基金法律事務所　弁護士　田上　尚志　氏

　　　　　　　　「事例を通した成年後見制度の現状」

　　　　　　　　　　石見成年後見センター　社会福祉士　阪田　健嗣　氏

　　　　　　　１５：００〜１５：３０　相談会
　４．参加費　　無料

　５．申込・問合せ先　　石見成年後見センター事務局　阪田　健嗣

　　　　　　　　　　　　〒６９５−０００２　江津市浅利町３５３−１６
　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　０８５５−５５−０９１０
　　　　　　　　　　　　※　申し込みは、ＦＡＸ又は郵送にてお願いいたします。

2006.06.02-03　社団法人化10周年記念　第14回日本社会福祉士会　全国大会･社会福祉学会【案内】

　１．表紙【表紙】

　２．本文（P1-P8）【要綱】

　　　大会テーマ・趣旨・期日・会場・主催・後援・定員・参加資格・参加費・懇親会費・申込・

　　　プログラム・講師紹介・学会分科会プログラム

　３．申込要領（P9）【要領】

　４．様式１　学会発表申込書（P10）【申込】

　５．様式１の記入例（P11）【申込】

　６．様式２　自主企画シンポジウム申込書（P12）【申込】

　７．様式２の記入例（P13）【申込】

　８．レジュメの書式（P14）【書式】

　９．参加申込詳細（P15）【申込】

　10．観光ツアーのご案内（P16）【案内】

　11．参加申込書（P17）【申込】

　12．裏表紙【裏表紙】

2006.06.20　第３期保健医療分野におけるソーシャルワーク専門研修【専門研修案内】

2006.06.16　2006年度　子ども虐待対応社会福祉士研修【専門研修案内】

2006.06.16　2006年度　成年後見人継続研修（基礎編）【専門研修案内】

2006.05.31　2006年度　成年後見人継続研修（実践編）【専門研修案内】

2006.04.01-06.30　共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請について【資料】

　２００６年４月１日から、２００５年度の共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請の受付が始まります。

2006.05.21　「出雲成年後見センター活動報告書　2006.5」【案内】

　出雲成年後見センター事務局から、書籍販売をご案内いたします。

　出雲成年後見センターは２０００年４月の発足以来地域の成年後見制度の発展を図る事を目的に

活動してまいりました。この度これまでの活動をまとめた活動報告書「だれもが安心して暮らせる

地域を目指して」が完成致しました。ぜひ皆様にも目を通して頂きたくご案内させて頂きます。

　この活動報告書の購入を希望される方は、この注文票に必要事項を記入して受付に提出し、代金

１，０００円をお支払い下さい。ＦＡＸで注文される場合は、活動報告書と同封して郵便振替の振

込用紙を送りますのでそちらの口座までお支払い下さい。

2006.05.21　平成18年度第1回総会・会員研修　松江市【研修】【総会】

　１．開催日　平成１８年５月２１日（日）１３：００〜１６：３０
　２．会　場　くにびきメッセ（島根県立産業交流会館）４０１会議室

　３．総　会　１３：００〜１４：００
　　　議　題　（１）平成１７年度事業報告及び決算報告について

　　　　　　　（２）平成１７年度事業及び会計監査報告について

　　　　　　　（３）平成１８年度事業方針について（各委員会）

　　　　　　　（４）役員の選任について

　　　　　　　（５）会則の変更（会則第35条及び38条）について

　４．研修会　１４：３０〜１６：３０
　　　テーマ　地域包括支援センターと社会福祉士への期待

　　　講　師　立教大学 コミュニティ福祉学部教授　高橋紘士さん

　５．総会の出欠票を提出して下さい。お手元にない方は、ダウンロードして記入後に、事務局へ

　　　提出して下さい。【出欠票】【記載例】

平成１８年度　福祉関係者のための成年後見活用講座
１．ねらい

成年後見制度の有効な活用を図るために、成年後見制度の基本的理解や実践知識を修得する

２．対象者

県・市町村保健福祉担当、障害者相談支援担当、介護支援専門員、家族の皆様

市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、介護保険施設、在宅介護支援センター、障害者援護施設、知的障害者福祉施設、精神障害者社会復帰施設等の職員、

３．主催　島根県社会福祉士会　権利擁護センター「ぱあとなあ島根」

４．会場　いきいきプラザ島根　４０３研修室　松江市東津田町1741-3

５．日程　平成１９年３月２３日（金）　９：３０～１５：３０

６．参加費　　一般　７，０００円（テキスト・資料代を含む）

　　　　　　　島根県社会福祉士会会員　５，０００円（テキスト・資料代を含む）

７．定員　１００名（締切前に定員に達した場合は、受講をお断りさせていただきます。）

８．申込締切　平成１９年３月１０日（土）

	時 間
	日程

	9:00
	受付

	9:20
	開講式

	9:30
	講義：「成年後見制度の概要」

ねらい：成年後見制度の理念、法定後見及び任意後見の概要について理解する

講師：松江家庭裁判所　（予定）

	10:30
	講義：「成年後見人の職務」

ねらい：成年後見人の権限や実務概要及び福祉専門職との関係について理解する

講師：島根県弁護士会　（予定）

	11:30
	講義：「地域福祉権利擁護事業と成年後見制度」

ねらい：地域権利擁護事業の概要と成年後見制度との関係について理解する

講師：島根県社会福祉士会　（予定）

	12:30
	昼食・休憩

	13:30
	講義：「任意後見制度の活用」

ねらい：任意成年後見制度の活用と福祉専門職との関係について理解する

講師：公証人　（予定）

	14:30
	講義：「法定後見等の申立ての実務」

ねらい：法定後見の申立ての流れや実務について、事例を用いて具体的な手順等を理解する

講師：島根県司法書士会　（予定）

	15:30
	閉講式


※　昼食（弁当）を８００円で販売しております。希望者は参加申込書にご記入下さい。

島根県社会福祉士会　権利擁護センター「ぱあとなあ島根」　行き

ＦＡＸ　０８５５－５５－０９１０

「福祉関係者のための成年後見活用講座」参加申込書

	氏　　　名
	

	会員の有無
	・一般参加　　　　　　　　　　　　・会員参加（会員番号　　　　　　　　）



	住　　　所
	〒



	勤　務　先
	（職名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	連　絡　先
	・自宅　　　　　　　　　　　　　　・勤務先

	
	〒

ＴＥＬ．

ＦＡＸ．

Ｅ－ｍａｉｌ

	昼食の希望

　８００円
	　　・希望します　　　　　　　　　　　・不要です


	（質問があれば、お書き下さい）




※　準備品　筆記用具、ノート等（研修会テキスト、資料等は当日お渡しします。）

※　ビデオ撮影、録音等はご遠慮願います。

※　問い合わせ先　　

　　権利擁護センター　ぱあとなあ島根　 （阪田健嗣）　

　　夜間　ＴＥＬ／ＦＡＸ　　０８５５－５５－０９１０　（阪田健嗣）　

　　昼間　ＴＥＬ　　０８５５－５２－２４４２　（西部島根心身障害医療福祉センター）

　　　　　ＦＡＸ　　０８５５－５２－０３４４　　（　同　上　）

　　Ｅ－ｍａｉｌ  　　bigsaka@orange.ocn.ne.jp
権利擁護研修会開催要項

１．目的

　市町村および地域包括支援センターが行う権利擁護に関する実効性を高めるとともに専門職とのネットワーク構築を進め、地域包括支援センターを中核とした地域包括ケアの推進を図る。

２．主催　島根県、島根県弁護士会、島根県社会福祉士会

３．日時　平成１９年３月１５日（木）１０：００－１５：３０（開場　９：３０）

４．会場　島根県民会館「大会議室」（松江市殿町１５８　ＴＥＬ：０８５２－２２－５５０６）

５．参加費　無料

６．対象　市町村及び地域包括支援センター職員、権利擁護関係者（※　社会福祉士を含む）

７．内容

	時間
	項目
	講師等

	１０:００～
	開会

	１０:０５

　　　　　　　　 
	在宅高齢者虐待専門職チームが実施したアンケート結果の報告について
	島根県社会福祉士会

西尾和子氏

	１０:３０～


	講演会

演題「高齢者虐待とは何か？」
	島根県弁護士会

錦織正二氏

	１２:００～
	休憩

	１３:００～

　　　　　　　　　　　
	事例検討
	事例提出者

・松江市中央地域包括支援センター

・出雲高齢者あんしん支援センター

・大田市地域包括支援センター

助言者

・島根県弁護士会

・島根県社会福祉士会　等


８．申込先

　　平成１９年３月８日（木）までに申込みをして下さい。

　　島根県健康福祉部高齢者福祉課介護予防・運営支援グループ（高田）

　　　ＴＥＬ：０８５２－２２－６５２２

　　　ＦＡＸ：０８５２－２２－５２３８

ＦＡＸ：０８５２－２２－５２３８
島根県健康福祉部高齢者福祉課

　介護予防・運営支援グループ　高田あて　締切：３月８日（木）
権利擁護研修会　出席者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成１９年３月１５日（木）／島根県民会館「大会議室」

	所　属
	職　名
	氏　名
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


第２回総会

平成１８年２月５日

島根県社会福祉士会　会員　各位

島根県社会福祉士会

会長　松本　憲二郎

（公印消略）

平成１８年度第２回総会並びに研修会の開催について（お知らせ）

向春の候、皆様にはますます御健勝のこととお慶び申し上げます。

さて、本年度第２回通常総会並びに会員研修会を下記により開催したいと存じます。

つきましては、なにかとお忙しいとは存じますが、当日お繰り合わせのうえご出席いただきますようお願い申し上げます。

なお、お手数ですが総会及び研修会への出欠について、別紙用紙により、

２月２６日（月）までに事務局宛ご回報をお願いいたします。

ご都合がつかなくて総会に欠席される場合には、必ず「委任状」を提出していただきますようお願いいたします。

記

１．日　時　　　平成１９年３月３日（土）１３：００～１６：３０

２．場　所　　　島根県立西部総合福祉センター「いわみーる」４階

　　　　　　　　　浜田市野原町１８２６－１　TEL：０８５５－２４－９３３０
　　　　アクセス　　●JR浜田駅より「県立大学」「大学循環」バスに乗車、約１０分
　　　　　　　　　　●車の方は、国道９線浜田バイパス竹迫出口を県立大学方面へ
３．日　程　　　１３：００～１４：１５　　　総　会

　　　　　　　　１４：３０～１６：３０　　　研修会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仮題　「日本社会福祉士会の近況及び

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地域包括支援センターの現況」

講師　日本社会福祉士会常任理事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広島県社会福祉士会副会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　谷口　光治氏

４．総会議題
１．報告事項
（１）日弁連との連携による高齢者虐待対応チームについて

（２）全国統一研修について
（３）成年後見研修のブロック委託研修について
２．議事
　　（１）２００７年度事業計画について
　　（２）２００７年度予算について
　　（３）その他
	第１９回（平成１８年度）社会福祉士国家試験（予定）　受験申し込み手続き


１．試験日

平成１９年１月２８日（日）

２．手続方法

受験の申込みに必要な書類（第１９回社会福祉士国家試験『受験の手引』）を「当センターホームページ」又は「郵便はがき」によりあらかじめ取り寄せ、受験申込書及び必要な書類を完備して、受付期間内に提出してください。（受験申込書受付期間：平成１８年９月７日(木)から１０月６日(金)まで）

３．受験の手引の請求方法

『受験の手引』は、請求してからお手許に届くまでには数日間かかりますので、８月中旬から遅くとも９月２９日（金）までに次のいずれかの方法で請求してください。　（８月２８日以降に発送します。）

（１）このホームページから請求できるようになります。８月中旬に請求窓口を開設します。　只今　準備中
ホームページを使用しない方は、「郵便はがき」で次のとおり請求してください。

（２）　「はがき」の裏面に、あなたの「郵便番号」「住所」「氏名」「電話番号」「社会福祉士受験の手引（  ）部」と、必要部数等を大きな文字ではっきりと記入して、当センターに郵送してください。

この「はがき」の裏面は、あなたに『受験の手引』を送付する際の「あて名ラベル」として使用しますので、正確に記入してください。

第９回精神保健福祉士国家試験と同時受験の申込みを希望される方は、それぞれの『受験の手引』が必要になりますので、「精神保健福祉士受験の手引（  ）部」と併せて記入してください。
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※　個人情報の保護　『受験の手引』の請求の際に取得した個人情報は、『受験の手引』の発送業務のみに利用し、第三者へは提供しません。
（注）１人分の場合は、「１部」と記入してください。

（  ）内は、精神保健福祉士「受験の手引」を同時に請求する場合に記入してください。 

４．『受験の手引』料等

『受験の手引』料は、１部６００円（送料含む。）です。

  　受験を申し込む方は、受験手数料１１，１００円との合計額１１，７００円を『受験の手引』に同封の５連式払込用紙を使用して、当センター指定の口座に郵便振替または銀行振込により払い込んでください。

  　都合により、今回受験を申し込まない方は、『受験の手引』料６００円（送料含む。）を専用の払込用紙で払い込んでください。

５．受験における注意事項

※　携帯電話等の持込み禁止について

  　　不正行為等の防止の観点から、試験会場には携帯電話、ＰＨＳ、ポケットベル等の通信機器の持込みを一切禁止します。この受験条件に違反して携帯電話等の持込みが確認されたときは、当該受験を無効とする場合があります。 

６．問い合わせ先
　財団法人社会福祉振興・試験センター

〒１５０－０００２　東京都渋谷区渋谷１－５－６

　　　試験案内専用電話　０３－３４８６－７５５９（２４時間対応）

試験室電話　　　　０３－３４８６－７５２１（９時～１７時）

 ※　電話をかけるときは、番号のお間違いがないようにご注意ください。

	第１９回（平成１８年度）介護福祉士国家試験　受験申し込み手続き


１．試験日
筆記試験　平成１９年１月２８日（日）
実技試験　平成１９年３月４日（日）

２．手続方法

受験の申込みに必要な書類（第１９回介護福祉士国家試験『受験の手引』）を「当センターホームページ」又は「郵便はがき」によりあらかじめ取り寄せ、受験申込書及び必要な書類を完備して、受付期間内に提出してください。（受験申込書受付期間：平成１８年８月９日(水)から９月８日(金)まで）

３．『受験の手引』の請求方法

『受験の手引』は、請求してからお手許に届くまでには数日間かかりますので、７月中旬から遅くとも９月１日（金）までに次のいずれかの方法で請求してください。　（７月１８日以降に発送します。）

（１）下の「請求窓口」をクリックして、必要事項を入力して、送信してください。

ホームページを使用しない方は、「郵便はがき」で次のとおり請求してください。

（２）　「はがき」の裏面に、あなたの「郵便番号」「住所」「氏名」「電話番号」「介護福祉士受験の手引（  ）部」と、必要部数等を大きな文字ではっきりと記入して、当センターに郵送してください。

この「はがき」の裏面は、あなたに『受験の手引』を送付する際の「あて名ラベル」として使用しますので、正確に記入してください。

※　個人情報の保護

『受験の手引』の請求の際に取得した個人情報は、『受験の手引』の発送業務のみに利用し、第三者へは提供しません。
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（注）１人分の場合は、「１部」と記入してください。

４．『受験の手引』料等

『受験の手引』料は、１部６００円（送料含む。）です。

  　受験を申し込む方は、受験手数料１１，１００円との合計額１１，７００円を『受験の手引』に同封の５連式払込用紙を使用して、当センター指定の口座に郵便振替または銀行振込により払い込んでください。

  　都合により、今回受験を申し込まない方は、『受験の手引』料６００円（送料含む。）を専用の払込用紙で払い込んでください。

５．受験における注意事項

※　携帯電話等の持込み禁止について

  　　不正行為等の防止の観点から、試験会場には携帯電話、ＰＨＳ、ポケットベル等の通信機器の持込みを一切禁止します。この受験条件に違反して携帯電話等の持込みが確認されたときは、当該受験を無効とする場合があります。 

６．問い合わせ先
　財団法人社会福祉振興・試験センター

〒１５０－０００２　東京都渋谷区渋谷１－５－６

　　　試験案内専用電話　０３－３４８６－７５５９（２４時間対応）

試験室電話　　　　０３－３４８６－７５２１（９時～１７時）

 ※　電話をかけるときは、番号のお間違いがないようにご注意ください。

	第１９回（平成１８年度）介護福祉士国家試験　試験の概要


１．試験の日時及び試験科目

（１）筆記試験

	試験日
	試験時間
	試験科目

	１月２８日
（日曜日）
	１０：００～１１：３５
点字受験者（１．５倍）
（１０：００～１２：２５）
弱視等受験者（１．３倍）
（１０：００～１２：０５）
	・社会福祉概論
・老人福祉論

・障害者福祉論

・リハビリテ－ション論

・社会福祉援助技術
（演習を含む。）

・レクリエーション活動援助法

・老人・障害者の心理

・家政学概論

	
	１３：３０～１５：２５
点字受験者（１．５倍）
（１３：３０～１６：２５）
弱視等受験者（１．３倍）
（１３：３０～１６：００）
	医学一般

精神保健

介護概論

介護技術

形態別介護技術


　　※　（　　　）内の時間は、「身体に障害のある者等の受験上の配慮」の場合の時間です。

（２）実技試験

	試験日
	試験時間
	試験科目

	３月４日

（日曜日）
	筆記試験合格者に別途通知する。
	介護等に関する専門的技能


２．試験地

（１）筆記試験（１９ヶ所）

　　　北海道、青森県、宮城県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、香川県、福岡県、鹿児島県及び沖縄県

（２）実技試験（１２ヶ所）

　　　北海道、青森県、宮城県、東京都、石川県、愛知県、大阪府、広島県、香川県、福岡県、鹿児島県及び沖縄県

３．受験資格

（１）特別養護老人ホームや介護老人保健施設、身体障害者療護施設の介護職員など、介護等の業務に従事する者、介護保険の指定訪問介護事業所の訪問介護員（ホームヘルパー）、療養病床の病棟の看護補助者（看護助手）などで、介護等の業務に従事（在職期間が３年以上、実働日数が５４０日以上）した者（平成１９年１月２７日までに３年以上等の受験資格を満たす者を含みます。）
（２）高等学校又は中等教育学校（専攻科を含む）において、福祉に関する所定の教科目及び単位を修めて卒業した者（平成１９年３月３１日までに卒業見込みの者を含みます。）
※　専攻科については、現在のところ「ＮＨＫ学園」、「基督自然学園」及び「星槎国際」が行っている２年間の通信教育があります。

・ＮＨＫ学園高等学校専攻科  電話：０４２－５７２－３１５１
　・基督自然学園高等学校専攻科　電話：０５５１－４５－０５１０
　・星槎国際高等学校専攻科　電話：０４５－９８１－７４４７
４．受験手数料

　　１２，８００円

５．受験申込書の受付（提出）期間

平成１８年８月９日（水曜日）から９月８日（金曜日）（消印有効）まで

※　受験希望者は、あらかじめ受験の申込みに必要な書類『受験の手引』を取り寄せる必要があります。

６．出題基準等

介護福祉士国家試験の「出題基準」等については、当センターの「ホームページ」に掲載するとともに、冊子として刊行しています。

７．合格者の発表

　　平成１９年３月３０日（金曜日） 合格者の受験番号、合格基準点及び筆記試験正答をホームページに掲載・合格証書投函

	第９回（平成１８年度）精神保健福祉士国家試験（予定）　受験申し込み手続き


１．試験日

平成１９年１月２７日（土）、２８日（日）

２．手続方法

受験の申込みに必要な書類（第９回精神保健福祉士国家試験『受験の手引』を「当センターホームページ」 又は「郵便はがき」によりあらかじめ取り寄せ、受験申込書及び必要な書類を完備して、 受付期間内に提出してください。（受験申込書受付期間：平成１８年９月７日（木）から１０月６日（金）まで）

３．『受験の手引』の請求方法

『受験の手引』は、請求してからお手許に届くまでには数日間かかりますので、８月中旬から遅くとも９月２９日（金）までに次のいずれかの方法で請求してください。　（８月２８日以降に発送します。）
（１）このホームページから請求できるようになります。８月中旬に請求窓口を開設します。　只今　準備中
　　　ホームページを使用しない方は、「郵便はがき」で次のとおり請求してください。

（２） 「はがき」の裏面に、あなたの「郵便番号」「住所」「氏名」「電話番号」「精神保健福祉士受験の手引（  ）部」と、必要部数等を大きな文字ではっきりと記入して、当センターに郵送してください。

この「はがき」の裏面は、あなたに『受験の手引』を送付する際の「あて名ラベル」として使用しますので、正確に記入してください。

第１９回社会福祉士国家試験と同時受験の申込みを希望される方は、それぞれの『受験の手引』が必要になりますので、「社会福祉士受験の手引（  ）部」と併せて記入してください。
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※　個人情報の保護

『受験の手引』の請求の際に取得した個人情報は、『受験の手引』の発送業務のみに利用し、第三者へは提供しません。
（  ）内は、社会福祉士「受験の手引」を同時に請求する場合に記入してください。

４．『受験の手引』料等

『受験の手引』料は、１部６００円（送料含む。）です。

受験を申し込む方は、受験手数料１１，５００円との合計額１２，１００円を『受験の手引』に同封の５連式払込用紙を使用して、当センター指定の口座に郵便振替または銀行振込により払い込んでください。

  　都合により、今回受験を申し込まない方は、『受験の手引』料６００円（送料含む。）を専用の払込用紙で払い込んでください。

５．受験における注意事項

※　携帯電話等の持込み禁止について

  　　不正行為等の防止の観点から、試験会場には携帯電話、ＰＨＳ、ポケットベル等の通信機器の持込みを一切禁止します。この受験条件に違反して携帯電話等の持込みが確認されたときは、当該受験を無効とする場合があります。

６．問い合わせ先

財団法人社会福祉振興・試験センター 

〒１５０－０００２　東京都渋谷区渋谷１－５－６

試験案内専用電話　０３－３４８６－７５５９（２４時間対応）

試験室電話　　　　０３－３４８６－７５２１（９時～１７時）

 　※　電話をかけるときは、番号のお間違いがないようにご注意ください。
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内　容

援助を考える
「人に対して援助するということ」についての基本を学ぶ
日　時　　　平成１９年　１月２１日（日）１３：３０～１７：００
場　所　　　[image: image7.png]


　４Ｆパルメイトホール　（出雲市駅前）

〒693-0001 出雲市今市町2065番地
TEL.0853-21-3818　 FAX.21-3875
講　師　　　田　村　満　子　　氏　＜たむらソーシャルネット＞

参加費(資料代)　島根県社会福祉士会・島根県介護支援専門員協会　各会員　５００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 一般　１,５００円

主　催　　島根県社会福祉士会ケアマネジメント委員会
　後　援　　島根県介護支援専門員協会
[image: image11.wmf]
研修会参加申込書

ＦＡＸ　０８５４－８５－７５７５

たてがみの郷　和田･藤原宛　＜ＦＡＸ送信票不要＞

参加申込み　１月１５日締切り
	参加者氏名
	種別
	所属･連絡先

	
	会員・一般
	

	
	会員・一般
	

	
	会員・一般
	


2006.12.20　国家試験合否通知メールサービス

社団法人日本社会福祉士会ホームページ　http://www.jacsw.or.jp/
１．国家試験合否通知メールサービスとは

　　厚生労働省から発表される社会福祉士国家試験の合格者情報に基づき、本会があなたの合否を確認し、ＰＣや携帯電話に合否結果をＥメールでお知らせするサービスです。 ご希望の方は、受験番号をご用意のうえ、下記の申込フォームからご登録ください。  

２．申込受付期限

　　２００７年３月１５日（木）まで

３．合否メールの送信日時

　　２００７年３月３０日（金）１５：００以降

　　※　厚生労働省による発表に基づき、本会が合否を確認した結果をお知らせします。

４．登録はこちら （無料）　http://www.jacsw.or.jp/contents/exam/gouhi/gouhi_form.htm
５．問い合わせ先

（社）日本社会福祉士会事務局　担当：倉持（くらもち）

〒１０２－８４８２

東京都千代田区麹町４－５桜井ビル３階

TEL　０３－５２７５－３５８０

FAX　０３－５２７５－０１３９

ホームページアドレス　http://www.jacsw.or.jp/
Ｅメール　gouhi@jacsw.or.jp
平成１７年度実施結果

平成１８年３月３１日に実施した「社会福祉士国家試験合否通知メールサービス」の実施結果について

１．申込件数　９２２件

２．合格者数　７０７件（７６．７％）

　　※　合格者全員に入会資料を送付しました。

平成１６年度の実施結果

１．申込件数　７１７件

２．合格者数　５５６件（７７．５％）
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日　時　　　平成１８年１２月３日（日）１３：2０～１５：３０

場　所　　　島根県立中央病院 ２Ｆ 大研修室

定　員　　　１５０名　（＊定員になり次第締め切らせていただきます）
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参加費　　　無料

スケジュール　１２：３０～　　受付

　　　　　　　 １３：２０～　　講師紹介

　　　　　　　 １３：３０～　　講演

　　　　　　　 １５：００～　　意見交換

　　　　　　　 １５：３０　　　講演会終了

申し込み締め切り　平成１８年１１月２４日（金）
主　催　　　高次脳機能障害者支援パワーネットワーク

エスポアール出雲クリニック
後　援　　　島根県　出雲市　脳外傷友の会らぶ
FAX送信表

申し込みは、

エスポアール出雲クリニック

リハビリセンターゆう　高次脳機能障害デイケアきらり

FAX  0853－２５－３９５２

　参加希望の方は事前にFAXでお申し込みください。

　高次脳機能障害研修会「高次脳機能障害者の生活支援における認知リハ」

１２／３(日)１３：２０～１５：３０　参加申し込み

· 受付をスムーズに行うために分類欄をお知らせください。（いずれかに○をお付けください）

〔　行政　　　　医療機関　　　　施設関係　　　　学校関係　　　　業者　　　その他　〕

　　　　　（当日、受付の窓口となります。）

	所　属
	

	

	職　名
	御　氏　名

	
	

	
	

	
	

	　　　　＊　定員になり次第申し込みを終了とさせて頂きます。





成年後見・任意後見制度の研修会のお知らせ　～自分らしい生活を最後まで送るために～

	認知症などで判断能力が低下した場合、どうすればいいの？

今は大丈夫だけど、将来認知症などで判断能力が低下した場合、金銭管理やサービス利用はどうすればいいの？

こんな疑問について分かりやすく説明をしていただきます。


日時：平成１８年１１月２３日（木）１３：３０－１５：３０

会場：浜田市総合福祉センター会議室

　　　（浜田市野原町８５９－１　ＴＥＬ：０８５５－２２－００９４）

講師：田上尚志氏（浜田ひまわり基金法律事務所　弁護士）

　　　廣津隆久氏（松江地方法務局所属　浜田公証役場　公証人）

参加費：無料

主催：石見成年後見センター、浜田市地域包括支援センター

参加申し込みは、不要です。

問い合わせ先：浜田市健康長寿課　高齢者包括支援係

　　　　　　　（ＴＥＬ：０８５５－２２－２６１２（内線）１４９／１２４）

島根県社会福祉士会 基礎研修

基礎研修とは、日本社会福祉士会の生涯研修制度に位置づけられた、新会員の方を対象とし、「倫理綱領を、実践を通して理解する」「社会福祉士会の活動内容の紹介」「社会福祉士の役割について、事例を通して学ぶ」「自己管理の方法（健康、時間、業務）を理解する」「会員相互のネットワークづくりの方法を理解する」「生涯研修制度の活用を理解する」ことを目的としています。

島根県社会福祉士会では、毎年１回、新規入会会員、入会予定の社会福祉士、未受講の会員、受講を希望する会員を対象に基礎研修を開催しています。社会福祉士有資格者の受講をお待ちしています。

日　時　　平成１８年１１月１８日（土）1３：００～１８：００

会　場　　出雲サイクリングターミナル　銀輪荘

出雲市塩冶有原町２丁目１０　ＴＥＬ：０８５３-２３-１３７０（代）

対　象　　平成１６年度以降入会の会員、入会予定の社会福祉士、受講を希望する会員

内　容　「社会福祉士会の活動について」

　　　　　　講師：島根県社会福祉士会
　　　　「生涯研修制度について」

　　　　　　講師：島根県社会福祉士会
　　　　「社会福祉士の倫理について（仮題）」

　　　　　　講師：池田　恵利子さん（いけだ成年後見ネット代表）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（元　社団法人日本社会福祉士会　副会長　他）

参加費　　無料
申し込み　申込書により　ＦＡＸにてお申込下さい。
　　　　　申込締切　１１月１０日（金）

その他

・研修会終了後に「懇親会」を計画しています。

　懇親会の時間・会場は、研修会当日に、ご案内いたします。

　会費は５，０００円程度を予定しています。
・会場は宿泊できますので、宿泊希望の方は、「出雲サイクリングターミナル　銀輪荘」へ直接、申込をして下さい。

・「生涯研修手帳」「会員のしおり」をお持ちの方は、持参して下さい。

※　詳細が、決まりましたら、島根県社会福祉士会ホームページ上に掲載いたします。

　　・ホームページアドレス　http://smnjacsw.hp.infoseek.co.jp/
　　・メールアドレス　　　　smnjacsw@town.okuizumo.shimane.jp
ＦＡＸ送信用（このまま送信して下さい）

　ＦＡＸ番号　：　０８５４－５６－００８３　（あいサンホーム）

　〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町上阿井４２４－１

	参加者氏名
	

	会員番号
	

	会員以外の方
	　入会手続中　・　入会検討中　のどちらかに○印をつけて下さい。

	勤務先（名称）
	

	自宅（住所）
	

	　　（電話番号）
	

	Ｅメール（有れば）
	

	懇親会参加希望
	有　　・　　無　　（参加費　５，０００円）

	その他　連絡事項
	


※　この申込書に記載された個人情報は、本事業以外の目的に使用することはありません。
※　その他連絡事項がありましたらお書き下さい。
高齢者：虐待から守れ　弁護士と福祉士で専門チーム発足、松江などに配置　／島根

　県弁護士会と県社会福祉士会が連携し、高齢者への虐待や権利擁護に取り組む「高齢者虐待対応専門職チーム」を発足させた。法律が専門の弁護士と福祉が専門の社会福祉士が一緒に支援することで、問題への迅速で効果的な対応が期待されている。

　チームは、地域包括支援センターなどに寄せられた個別相談を支援する。同センターは、改正介護保険法に基づき市町村が設置している施設で、高齢者が地域で生活していくための相談や支援▽介護予防マネジメント▽権利擁護業務としての虐待対応や成年後見制度の利用支援などにあたっている。

　しかし、担当職員の経験年数が浅く、業務も介護予防が中心となりがちなため、高齢者への虐待事案に対応仕切れていないという。そのため法律と福祉の両面から支援することで、センター職員の能力の向上と対応姿勢の強化を目指す。

　チームは弁護士と社会福祉士２人で構成。松江、出雲、浜田、益田、隠岐の５地区に配置し、各地の成年後見センターとも連携する。今後、各市町村に対して虐待対応の実態を把握するためのアンケートも実施する。

　錦織正二弁護士は「成年後見制度で、これまで地域で弁護士、社会福祉士、医師など多職種が連携した取り組みを実践してきた。虐待に対しても多職種が対応できる体制を確立し、専門家ネットワークの構築を目指す。センターの職員の能力向上にもつながるはず」と話している。【細川貴代】

（毎日新聞　１１月１４日朝刊）
平成１８年度社会福祉士養成実習指導者特別研修会プログラム
〔日程〕　【第１回】平成１８年１１月７日（火）～１０日（金）
【第２回】平成１９年１月２７日（土）～３０日（火）
〔会場〕中央福祉学院「ロフォス湘南」
〔対象者〕

社会福祉士養成施設の実習施設として認められた社会福祉施設等の実習指導者および社会福祉士資格を有している者であって実習指導者になろうとする者。
〔目的〕

社会福祉・ソーシャルワーク実践における専門職たる社会福祉士の暮成にあたっては、現場実習が特に重要である。日本社会福祉士会においても、現場実習研修カリキュラム構築事業委員会を設置し、協議を進め、『「現場実習」指導者スキル向上のための研修カリキュラム開発に関する報告書』をとりまとめた。本研修会では、同報告書の研修カリキュラムの普及等を目的として実施する。
〔プログラム〕

	日程
	内容

	１日目　【第１回】平成１８年１１月７日（火）　【第２回】平成１９年１月２７日（土）

	
	09:00～
	【受付】

	
	09:30～( 30分)
	【開講式　オリエンテーション】

	
	10:00～( 60分)
	【講義】社会福祉士制度論
・わが国における社会福祉士制度を理解する

	
	11:15～( 90分)
	【講義】現場実習概論

・専門職養成における「実習」の意義を理解する

・社会福祉士養成における「実習教育」の制度的規定を理解する

・現場における「実習指導」の課題と動向を理解する

	
	14:00～( 90分)
	【講義】実習マネジメント概論
・現場実習プログラミングを理解する
・実習プログラミングの方法と手続きを理解する
・社会福祉士実習のマネジメントの実際を理解する

	
	15:45～(180分)
	【演習】実習マネジメント演習

・実習マネジメントの実際を演習で体験する

	
	19:00～
	【交流会】

	２日目　【第１回】平成１８年１１月８日（水）　【第２回】平成１９年１月２８日（日）

	
	09:00～(150分)
	【講義】実習プログラミング概論

　・現場実習プログラミングを理解する

　・実習プログラミングの実際を演習で体験する
・現場実習の展開方法を理解する

	
	13:00～(300分)
	【演習】実習プログラミング演習①

　・現場実習プログラミングの実際を演習で体験する

　・プログラミングの方法を体験する
・プログラミングの方法を習得する

	３日目　【第１回】平成１８年１１月９日（木）　【第２回】平成１９年１月２９日（月）

	
	09:00～(180分)
	【演習】実習プログラミング演習②

　・実習プログラミング演習①の続き

	
	13:00～(150分)
	【講義】実習スーパービジョン概論

　・実習スーパービジョンの意義を理解する

　・実習スーパービジョンの３つの機能を理解する

・実習スーパービジョンの方法を理解する

	
	15:45～(180分)
	【演習】実習プログラミング演習①

　・実習スーパービジョンの実際を演習で体験する

　・スーパービジョンの方法を体験する

・スーパービジョンの方法を習得する

	４日目　【第１回】平成１８年１１月１０日（金）　【第２回】平成１９年１月３０日（火）

	
	09:00～(180分)
	【演習】実習プログラミング演習②

　・実習プログラミング演習①の続き

	
	13:00～(120分)
	【演習】実習プログラミング演習③

　・実習プログラミング演習②の続き

	
	15:00～
	【閉講式】


＊　受講前に「事前課題」を提出いただきます。課題内容は、受詩決定通知の際にご案内いたします。
〔講師陣（敬称略）〕
米本秀仁（北星学園大学教授）、熊坂　聡（山形短期大学教授）、村井美紀（東京国際大学助教授）、平野方紹（日本社会事業大学助教授）、山田勝美（長崎純心大学助教授）、坪内千明（東洋英和女学院大学助教授）、川上富雄（川崎医療福祉大学講師）、潮谷恵美（久留米大学講師）、山村　睦（天竜厚生会障害者支援事業部長）、南川久美子（精神障害者地域生活支援センターふれあいの家施設長）、宮嶋　淳（日本社会福祉士会　企画２課課長）、中平大悟（ＮＴＴ東日本札幌病院ソーシャルワーカー）
〔申込手続き〕

受講申込者（所属長）の受講希望者ごとに下記「受講申込書」の所要事項を記入の上、申込期限までに本学院に郵送して下さい。

〔受講者の承認〕

　　　各回とも定員の範囲内で受講者を承認し、結果を第１回は８月上旬に、第２回は１０月下旬頃までに、受講申込者宛てに文書で通知（郵送）します。

〔受講料〕

　　　受講料は、各回とも２５，０００円です。受講承認通知時に送付する振込用紙によりお支払い下さい。なお、振込手数料は申込者のご負担にてお願いいたします。

〔宿泊〕

　　　研修施設と宿泊施設は同一建物ですが、人数等の関係で他の宿泊施設をご紹介させていただく場合があります。（詳細は、受講承認時にご案内いたします）

〔お問い合わせ〕

　　〒240-0197　神奈川県三浦郡葉山町上山口１５６０－４４
　　全国社会福祉協議会　中央福祉学院

ＴＥＬ：０４６－８５８－１３５５、ＦＡＸ：０４６－８５８－１３５６
　　http://www.gakuin.gr.jp/
〔申込者（受講者）の皆様へ〕
申込者（受講者）の皆様に関する個人情報は、研修事業関連のみの目的で使用します。その管理は全社協「個人情報の保護に関する方針」に基づき適切に行い、無断で第三者に提供することはありません。

高齢者虐待防止へ専門職チーム（平成１８年１１月３日付け　島根日日新聞）

／弁護士・社会福祉士が連携／事例相談・調査をサポート／島根、重点地域に

島根県弁護士会（吾郷計宜会長、３７人）と島根県社会福祉士会（松本憲二郎会長、２３４人）は、高齢者虐待事例への対応を支援する「高齢者虐待対応専門職チーム」をこのほど発足させた。現在、高齢者虐待の実態把握に向けたアンケート調査に取り組んでおり、この結果をもとに、個別ケースの相談・調査への支援を進める。弁護士会と社会福祉士会の連携によるこうした取り組みは日弁連などの働きかけによって全国的に広がりつつあり、島根県は全国１０ヶ所の重点地域の一つ。

　同チームは、島根県弁護士会に所属する弁護士８人と、島根県社会福祉士会に所属する社会福祉士１０人弱で組織。

　平成１８年４月の高齢者虐待防止法施行に伴い、対応が求められている高齢者虐待の個別事案に対し、弁護士と社会福祉士の専門的知識と経験を生かしながらサポートする。

　松江、出雲、浜田、益田、隠岐（検討中）の各地区ごとに担当の弁護士と社会福祉士を配置。個別ケースの相談・調査支援、職員研修などを担う。

　高齢者虐待への対応は、市町村の責務として、通報の受理、事実・安全確認、立入調査、保護措置などが規定され、地域包括支援センターの総合相談・権利擁護業務の一環などとして取り組まれることが期待されているが、専門職員の配置や研修体制が十分でないなど、実施時の体制に不安が残る現状にある。

　まず、こうした高齢者虐待にかかる現状をしっかり把握していこうと、島根県弁護士会と島根県社会福祉士会の連名で、県内各市町村と地域包括支援センターに対し、高齢者虐待の取り扱い件数や対処法、必要な体制などをたずねるアンケート調査を１０月下旬から実施。年内に結果を取りまとめ、今後の具体的な活動につなげる。

　島根県弁護士会高齢者・障害者の権利に関する委員会の委員長を務める錦織正二弁護士（５９)＝出雲市今市町＝は、「高齢者虐待で最も多いのは、本人の年金を家族が使ってしまうなどの経済的虐待。また、十分な食事を与えない、必要な福祉サービスを受けさせないなど、身体的虐待も少なくない。地域包括支援センターは介護予防の取り組みに力を入れなくてはならず、権利擁護にまでなかなか手が回らないところが多い。アンケート調査の結果をもとに今後の取り組みについて検討し、高齢者虐待防止に関する研修会を開くなど、全体の問題意識を高めていければ」と話している。

平成１８年８月２２日

社会福祉士模擬試験受験者の皆さまへ

島根県社会福祉士会

会長　松本　憲二郎

２００６年度社会福祉士国家試験　全国統一模擬試験の開催について

時下、ますますご清祥のことと存じます。

さて、島根県社会福祉士会では、社会福祉士国家試験・全国統一模擬試験を開催致します。日本社会福祉士会が総力を結集して作成した選りすぐりの１５０問による模擬試験ですので申込み頂きますよう御案内致します。相談援助の専門家として社会福祉士の位置付けは高くなっており、資格取得を目指している皆さまの積極的なご参加をお待ちしています。

記

１．日程

　　・開催日　平成１８年１１月３日（金）　受付時間　９:００～９:４５

　　・試験時間　午前の部　１０:００～１１:５５（１時間５５分）８０問

　　　　　　　　午後の部　１３:３０～１５:３５（２時間　５分）７０問

２．会場　いきいきプラザ島根　４０１研修室

　　　　　（住所）松江市東津田町１７４１-３　ＴＥＬ：０８５２-３２-５９１１

３．受験料　７，０００円

　　　　　　但し　大学生の場合は　５，０００円

４．申し込み先

　　この申込書に必要事項を記入してファクスまたは郵送にてお申込み後、下記口座に費用をお振り込み下さい。開催日前日までに振り込みが確認できた方について、受験を認めます。

（ＦＡＸ送信先）ＦＡＸ番号：あいサンホーム（０８５４）５６-００８３

　　　　　　　　　　郵便番号・住所：〒６９９-１６２１　仁多郡奥出雲町上阿井４２４-１

（振込口座）（金融機関）山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）（口座種別）普通

　　　　　　　（名義）島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　（口座番号）３６０５８０８

５．募集定員　　４０名

６．申込締切　平成１８年９月２７日（水）厳守

７．その他

　○　昼食を持参して下さい。

【お問い合わせ先】

島根県社会福祉士会事務局（あいサンホーム内）

〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町上阿井４２４－１

電話　０８５４－５６－００８１

Ｅメール　smnjacsw@town.okuizumo.shimane.jp

　ホームページアドレス　http://smnjacsw.hp.infoseek.co.jp/

ＦＡＸ送信用（このまま送信して下さい）

　ＦＡＸ番号　：　０８５４－５６－００８３　（あいサンホーム）

　〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町上阿井４２４－１

２００６年度社会福祉士国家試験　全国統一模擬試験申込書

【名前・連絡先等】

一般(7,000円)　　大学生(5,000円)　《どちらかに○をしてください。》

	氏名
	
	フリガナ
	

	郵便番号・住所
	〒　　-　　　　　　

	電話
	(　　　　　)　　　-
	ＦＡＸ
	(　　　　　)　　　-


一般(7,000円)　　大学生(5,000円)　《どちらかに○をしてください。》
	氏名
	
	フリガナ
	

	郵便番号・住所
	〒　　-　　　　　　

	電話
	(　　　　　)　　　-
	ＦＡＸ
	(　　　　　)　　　-


　＊試験結果は、個人宛てに郵送しますので、発送先住所を記入して下さい。

　＊この申込書に記載された個人情報は、本事業以外の目的に使用することはありません。
○　申し込みについて

　　この申込書に必要事項を記入してファクスまたは郵送にてお申込み後、下記口座に受験費用をお振り込み下さい。開催日前日までに振り込みが確認できた方について、受験を認めます。

○　受験申し込み送信先（ＦＡＸ送信先）

　　ＦＡＸ番号：あいサンホーム（０８５４）５６－００８３

　　郵便番号・住所：〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町大字上阿井４２４－１

○　受験申し込み口座（振込口座）

　　（金融機関）山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）　（口座種別）普通

　　（名義人）島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　（口座番号）３６０５８０８

【お問い合わせ先】

島根県社会福祉士会事務局（あいサンホーム内）
〒６９９－１６２１　仁多郡奥出雲町上阿井４２４－１
電話　０８５４－５６－００８１
Ｅメール　smnjacsw@town.okuizumo.shimane.jp
平成１８年度介護支援専門員実務研修受講試験に関する情報　～試験スケジュールについて～
　平成１８年度介護支援専門員実務研修受講試験を次のとおり実施します。

　受験手引きは、７月３日（月）から、県高齢者福祉課、東部・西部福祉事務所、松江・県央・益田保健所、各市町村役場で配布する予定です。

　また、郵送で手引きを請求される場合には、封筒の表に「受験申込書請求」と朱書きし、島根県健康福祉部高齢者福祉課あてに２４０円切手を貼った宛先明記の返信用封筒（縦３３cm×横２４cmで郵便番号、住所、氏名を記入したもの）を同封して、７月３日以降にご請求ください。

　お問い合わせ先：県高齢者福祉課　介護予防・運営支援グループ（TEL:０８５２-２２-６５２０）

１　試験の日時

　（１）試験日　平成１８年１０月２２日（日）

　（２）試験開始時刻　午前１０時

２　試験会場

　　・松江市：島根大学（松江市西川津町１０６０）

　　・浜田市：県立浜田高等学校（浜田市黒川町３７４９）

３　受験資格

　　・受験日において介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第１１３条の２に規定する業務従事期間要件を満たす者であること。

４　試験の内容等

（１）内容及び方法

次の事項につき筆記試験により行う。

　　　　・介護保険制度に関する基礎的知識

　　　　・要介護認定及び要支援認定に関する基礎的知識及び技能

　　　　・居宅サービス計画及び施設サービス計画に関する基礎的知識及び技能

　　　　・保健医療サービス及び福祉サービスに関する基礎的知識及び技能

　（２）試験問題の解答の免除

　　　　・次の表の左欄に掲げる法定資格を取得している者は、右欄に掲げる分野の試験問題の解答を免除する。

	 法定資格
	 回答免除

	１）医師、歯科医師 
	保健医療サービスの知識（基礎・総合）

	２）薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、栄養士（管理栄養士）、義肢装具士、言語聴覚士、歯科衛生士、視能訓練士、柔道整復師
	保健医療サービスの知識（基礎）

	３）社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士
	福祉サービスの知識


 　 　　　※　なお、１）から３）までの法定資格を重複して取得している者については、それぞれの分野の解答を免除する。 

５　受験申込みに必要な書類等

　（１）平成１８年度島根県介護支援専門員実務研修受講試験受験申込書

　（２）平成１８年度島根県介護支援専門員実務研修受講試験受験票

　（３）実務経験（見込）証明書

　　　　・実務経験証明者と本人が同一の場合は、開業許可書、認可書、届出書、業務委託契約書等の実務経験を有することを客観的に証明できる書類の写しを添付すること。

　　　　・また、見込証明となる者は、平成１８年１１月１日（水）までに改めて実務経験証明書を提出すること。この実務経験証明書が期限までに提出されない場合は、受験資格を満たさなかったものとして、受験は無効とする。

 　（４）受験資格に応じて提出する書類

　　　　・国家資格等の免許等の写し

　　　　・社会福祉主事任用資格の取得が確認できる書類（大学の成績証明書等）

　　　　・訪問介護員養成研修２級課程又はこれに相当する研修を修了したことが確認できる書類（研修の修了証書の写し等）

　　　　・その他受験資格を確認するために必要な書類

６　受験手数料

　　・７，０００円に相当する額の島根県収入証紙を受験申込書の所定の欄に貼り付けること。（収入証紙には消印をしないこと。）

７　受験申込受付期間及び提出先

　（１）受付期間　平成１８年７月３１日（月）から平成１８年８月１８日（金）まで

　　　　※　封筒の表に「受験申込書在中」と朱書きし、必ず簡易書留にて郵送する。

　　　　　（８月１８日までの消印のあるものに限り受け付ける。）

　（２）受験申込書の送付先

      　　〒６９０-８５０１　島根県松江市殿町１番地　島根県健康福祉部高齢者福祉課

８　受験票の交付

　　・受験票は郵送により交付する。試験日の１０日前までに届かない場合は、島根県健康福祉部高齢者福祉課に問い合わせること。

９　受験申込書等の請求

　　・受験の手引、受験申込書等は、７月３日（月）から島根県健康福祉部高齢者福祉課、東部・西部・隠岐福祉事務所、又は松江・出雲・県央・益田保健所、各市役所・町村役場で交付する。

　　・なお、郵送で請求する場合は、封筒の表に「受験申込書請求」と朱書きし、島根県健康福祉部高齢者福祉課あてに２４０円切手を貼った宛先明記の返信用封筒（縦３３cm×横２４cmで郵便番号、住所、氏名を記入したもの）を同封し請求すること。

10　合格者の発表

　　・受験者全員に郵送により合否を通知するとともに、県のホームページに合格者の受験番号を掲載する（電話等による個別照会には応じない）。

11　その他

（１）交通手段

　　・試験会場及びその周辺での駐車はできないので、バス等の公共交通機関を利用すること。

（２）介護支援専門員実務研修

　　・本試験の合格者を対象に行われる介護支援専門員実務研修については、別途案内する。


「高次脳機能障害の診断とリハビリ」

講師：橋本　圭司　先生

　　　（東京慈恵会医科大学　リハビリテーション専門医）

日時：2006年10月21日（土）18時～

場所：出雲医師会館（出雲市塩冶有原町2-19）2階


FAX送信表

申し込みは、

エスポアール出雲クリニック

リハビリセンターゆう　高次脳機能障害デイケアきらり

FAX  0853－２５－３９５２

　参加希望の方は事前にFAXでお申し込みください。

　高次脳機能障害研修会「高次脳機能障害の診断とリハビリ」

１０／２１(土)1８：０0～　参加申し込み

· 受付をスムーズに行うために分類欄をお知らせください。（いずれかに○をお付けください）

〔　行政　　　　医療機関　　　　施設関係　　　　学校関係　　　　業者　　　その他　〕

　　　　　（当日、受付の窓口となります。）

	所　属
	

	

	職　名
	御　氏　名

	
	

	
	

	
	

	　　　　＊　定員になり次第申し込みを終了とさせて頂きます。





平成１８年度介護予防従事者研修会

　平成１８年度介護保険制度改正において、予防重視型システムへの転換が図られ、利用者の自立支援の観点に立った効果的・効率的なサービス提供の構築、目標指向型のサービス実施の徹底が求められています。

　島根県では効果的な介護予防事業・サービスの実施にむけ、「総論編」、「運動器の機能向上」、「口腔機能の向上」、「栄養改善」をテーマに介護予防事業従事者の資質向上のための研修会を以下の日程で行います。

※　参加申込については、９月１日（金）までに次の様式により高齢者福祉課在宅福祉グループまでＦＡＸ（０８５２－２２－５２３８）で申込書の送付をお願います。

第１回　総論編、運動器の機能向上について

　日時：平成１８年９月９日（土）１０：００～１６：３０

　会場：出雲市民会館大ホール（出雲市塩治有原町２－１５）

　内容：講演１「効果的な介護予防の進め方」

　　　　　講師：鈴木　隆雄　氏

　　　　　　　　（東京都老人総合研究所　副所長）

　　　　講演２「運動器の機能向上について」（仮題）

講師：仲　貴子　氏

　　　　　　　　（東京都老人総合研究所　自立促進等介護予防研究チーム）

　日程：１０：００～１０：３０　あいさつ・行政説明

　　　　１０：４０～１２：４０　講演１

１２：４０～１４：００　昼休憩

　　　　１４：００～１４：１５　情報提供

　　　　１４：１５～１６：１５　講演２

　○　科学的エビデンスに基づく介護予防推進の第一人者である鈴木隆雄先生に、介護予防の重要性、効果的な介護予防の進め方及びこれからの介護予防の方向性についてご講演していただきます。

○　「運動器の機能向上マニュアル」作成班への協力メンバーである仲貴子先生に、予防給付を中心として、運動器の機能向上の重要性、サービスの内容・留意点等マニュアルをもとにご講演していただきます。

第２回　口腔機能の向上について
　日時：平成１８年１０月１日（日）１３：００～１６：００

　場所：フローラ出雲大ホール（出雲市西新町２丁目２４５６－４）

　内容：講演「口腔機能の向上」について（仮題）

　　　　　講師：菊谷　武　氏
（日本歯科大学歯学部付属病院・介護リハビリテーションセンター長）
　日程：１３：００～１３：３０　あいさつ・行政説明

　　　　１３：３０～１５：１５　講演

　　　　１５：２５～１６：００　情報提供

　○　「口腔機能の向上マニュアル」研究班メンバーである菊谷武先生に、予防給付を中心として、口腔機能の向上の意義、効果的な取り組みの基本的な考え方、具体的な取り組み内容・留意点についてマニュアルをもとにご講演していただきます。

第３回　栄養改善について
　日時：平成１８年１０月１３日（金）１３：００～１６：００

　場所：島根県松江合同庁舎講堂（松江市東津田１７４１－１）

　内容：講演「栄養改善」について（仮題）

　　　　　講師：杉山　みち子　氏
（神奈川県立保健福祉大学　教授）
　日程：１３：００～１３：３０　あいさつ・行政説明

　　　　１３：３０～１５：２０　講演

　　　　１５：３０～１６：００　情報提供
　○　「栄養改善マニュアル」研究班メンバーである杉山みち子先生に、予防給付を中心として、栄養改善のねらい、効果的な取り組みの基本的な考え方、具体的な取り組み内容・留意点についてマニュアルをもとにご講演していただきます。

　島根県健康福祉部高齢者福祉課　　在宅福祉グループ（今田）　行
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （FAX　０８５２－２２－５２３８）
F A X 送 信 票（添書は不要です）
　所属名　　（　　　　　　　　　　　　　　            ）

　電話番号　（　　　　　　　　 　　　　　）　ＦＡＸ番号（　　　　 　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　参 加 申 込 書
【第１回】介護予防従事者研修会〔総論編〕〔運動器の機能向上〕平成18年９月９日（土）
	所　　属
	氏　　　　名
	備　考

	　
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 研修会当日のお弁当販売は、予定していませんので、各自ご用意願います。
　　

【第２回】介護予防従事者研修会〔口腔機能の向上〕      平成18年10月1日（日）
	所　　属
	氏　　　　名
	備　考

	　
	
	

	
	
	

	
	
	


【第３回】介護予防従事者研修会〔栄養改善〕　　     　平成18年10月13日（金）
	所　　属
	氏　　　　名
	備　考

	　
	
	

	
	
	

	
	
	


※　９月１日（金）までに、ファックスにて返信願います。
※　申し込みの欄が、足りない場合は、コピーしてお使いください。
平成１８年度　地域包括ケア研修会

趣旨

　　２００６年度の介護保険制度改正に伴い、地域包括支援センターや地域支援事業、新予防給付の創設等、予防重視型システムへの転換が行われました。その中で、利用者を取り巻く環境が大きく変わりました。新予防給付対象となった利用者へのアプローチ・今後の関わり方、地域包括支援センターと地域の介護支援専門員との連携、センター内宿主によるチームアプローチ、地域包括ケアシステム構築のための地域包括支援センターの機能等さまざまな課題に地域では直面しています。このような状況の中、介護支援専門員や地域包括支援センターの資質及び機能向上のための提案や事例紹介、情報交換の場として研修会を開催いたします。

日程

　平成１８年９月１６日（土）１３：００～１７：００

　平成１８年９月１７日（日）　９：３０～１５：４５

会場

　神戸市国際展示場　２号館　コンベンションホール、会議室

　（神戸市中央区港島中島６－１１－１）

内容

　１日目：平成１８年９月１６日（土）

	１３：００
	開会挨拶

	１３：１５

	基調講演「望まれる地域包括ケア

～期待されるコミュニティソーシャルワーク～」

講師：古都　賢一さん（厚生労働省老健局振興課長）

	１４：３０

	シンポジウム「望ましい地域包括ケアのあり方を求めて

～新制度下の多職種連携における現状と課題～」

コーディネーター：渡部　律子さん（関西学院大学教授）
シンポジスト：地域包括支援センターに勤務する３職種職員

居宅介護支援事業所介護支援専門員

保険者である市町村の介護保険担当課職員

	１８：００
	交流会


２日目：平成１８年９月１７日（日）

	９：３０
１２：３０
	分科会
①　介護予防へのアプローチについての事例発表

②　虐待、権利擁護、支援困難事例へのチームケアについての発表

③　在宅ターミナルケア支援事例発表

④　地域でのネットワークづくり

昼食・休憩

	１３：３０
	分科会報告

	１４：００
	記念講演「介護保険制度改革と地域包括支援センターを考える」

　講師：井形　昭弘さん（地域包括ケア・介護予防研修センター　センター長、名古屋学芸大学　学長）

	１５：３０
	閉会挨拶


参加対象並びに定員
　・参加対象

　介護支援専門員、地域包括支援センター職員、地域包括支援センターに係る市町村職員

　・定員　１,０００名（予定）

参加費用

　・会員　１０,０００円（社団法人日本看護協会会員、社団法人日本社会福祉士会会員、日本介護支援専門員協会会員、後援団体会員・職員）

　・非会員　１３,０００円

　・交流会参加費　５,０００円

主管　日本介護支援専門員協会

共催　社団法人日本看護協会、社団法人日本社会福祉士会、日本介護支援専門員協会

後援（予定）
　厚生労働省、全国市長会、全国町村会、財団法人長寿社会開発センター、社団法人全国保健センター連合会、社団法人国民健康保険中央会、全国保健師長会、特定非営利活動法人全国市町村保健活動協議会、財団法人日本訪問看護振興財団

２００６年度　社会福祉士全国統一研修（山口会場）
新たな課題への挑戦　～社会福祉の質を高めるための視点～

　介護保険法の改正、高齢者虐待防止法、障害者自立支援法の制定など、制度・施策がめまぐるしく変化しています。２００６年４月からは、地域包括支援センターが全国の市町村に設置され、他の専門職と連携しつつ、社会福祉士が中心となって「総合相談」「権利擁護」業務を担うことになりました。 

このような新しい流れの中、私たち社会福祉士には「本人の最善の利益は何か」「生活をいかに支えていくか」という視点がこれまで以上に求められています。私たち社会福祉士は、専門職として有している技術・知識はどのようなものか、これらをどのように活用できるのかという、専門職としての実践力が問われています。 

社団法人日本社会福祉士会では、利用者の期待と信頼に応えることのできる社会福祉士を目指し、全国共通のプログラムによる「社会福祉士全国統一研修」を開催します。

主催：社団法人　日本社会福祉士会　生涯研修センター

社団法人　日本社会福祉士会　全国統一研修担当支部

後援：厚生労働省、財団法人　社会福祉振興・試験センター、社団法人　日本社会福祉士養成校協会

社会福祉法人　全国社会福祉協議会

研修概要

○　「社会福祉士全国統一研修」は、社会福祉士を対象として、全国８会場、２日間の日程で開催します。

○　研修プログラムは、社会福祉士が生涯にわたり研鑚を積み重ねていくべき共通の研修課題として設定した６領域のうち、「実践研究」「福祉経営」「福祉権利」「対人援助」「地域支援」から構成されており、全国共通のプログラムです。

○　「福祉権利」「対人援助」「地域支援」は演習を中心とした選択講座です。各講座のコマ数は会場により異なります。受講できるのは、いずれか１コマです。各コマの定員は５０名です。

○　本研修は、社団法人日本社会福祉士会生涯研修制度共通研修課程の基幹的研修として位置づけられています。２日間受講することにより、共通研修課程１０単位となります。

２００６年度社会福祉士全国統一研修プログラム 

山口会場（中国ブロック） 

	開催日程：９月１６日（土）－１７日（日）

開催地：ホテルニュータナカ　山口県山口市湯田温泉２－６－２４ 

ＴＥＬ：０８３－９２３－１３１３、ＦＡＸ：０８３－９２５－６３１６
参加者定員：１５０名


１日目　９月１６日（土）
	13:00～13:10　主催者挨拶

	13:10～14:40　共通講座「実践研究」（９０分）

・講師：長岩嘉文さん（日本福祉大学社会福祉総合研修センター　研究員）

・テーマ：日々の援助の振り返り、検証することから研究へ

・ねらい：ひとり職場の多い相談業務においていかに業務を振り返り、専門職としての力量を向上させていくか。その基本は自らの業務の記録と援助についての検討である。それによって自分自身を向上させるとともに後進の育成へとつなげ、社会福祉士としての援助の専門性を向上させることが望まれる。本講座では、専門職の自己の業務に対する責務としての研鑚のあり方について考える。

	14:40～15:00　休憩（２０分）

	15:00～17:00　シンポジウム「福祉経営」（１２０分）

・コーディネーター：土屋幸己さん（富士宮市社会福祉協議会　事務局次長）

・テーマ：福祉サービスの質を高めるために

・ねらい：福祉サービスの量の確保・競争による質の向上のために規制緩和が推進されてきている。しかし、市場原理は必ずしも良い方向だけに進むとは限らない。質の高いサービスの拡充には、サービス提供者側の絶えざる業務システムの改善と人材の確保・教育、サービス利用者側への情報提供システムなどが有効に働かなければならない。本シンポジウムでは、福祉サービスの質の向上に関して社会福祉士の果たす役割を考える。


２日目　９月１７日（日）
	 9:00～15:00　選択講座＜講義＋演習（ワーク）＞（３００分　昼食時間12:00～13:00含）

　※　選択講座は午前・午後あわせて３００分の講座です。

　※　受講できるのは、いずれか１つの講座のみとなります。

	講座１「福祉権利」

・講師：久保美紀さん（明治学院大学　教授）

・テーマ：福祉における権利とその擁護

・ねらい：成年後見制度、児童虐待防止法、高齢者虐待防止法、障害者施設での虐待に関する規定と福祉においての権利擁護の制度が整備されつつある。しかし、これらはいずれも権利擁護のためのツールの１つに過ぎない。本当の意味で個人の生活を支えるための権利擁護とはどのようなものか。権利擁護において社会福祉士の果たす役割を考える。

	講座２「対人援助」

・講師：空閑浩人さん（同志社大学　助教授）

・テーマ：ソーシャルワークの価値～社会福祉士に求められる自己研鑽と自己覚知～

・ねらい：社会福祉の質の向上とは、利用者の福祉の向上を目指している。そのために私たち社会福祉士は専門職としてその技術の向上に努める義務があるが、技術を使う自己について知らなければ実効的な援助はできない。私たちは社会福祉士として何をめざし、そのために何を獲得していかなければならないのか。よりよい実践を目指して自己と自己の援助方法について考える。

講座３「地域支援」

・講師：岡崎仁史さん（広島国際大学　教授）

・テーマ：コミュニティソーシャルワークと社会福祉士

・ねらい：地方分権・地域で支えるという方向性の中で社会資源としての住民及び専門職は、どのように地域における支援システムを構築し、コミュニティを（再）構築していくことができるか。多くの制度ができ、援助が専門分化する一方で、専門職の介入と共に住民が関わりから手を引くということも起こっている。これに対して専門職はどのように対処していくのか。コミュニティソーシャルワークとコミュニティにおいて社会福祉士の果たす役割を考える。

	注：プログラムの開始および終了時間は、各会場の事情によって多少前後することがあります。受講者に送付される各会場版開催要項で、最終確認をしてください。


申込方法
	○　受講を希望する会場の各申し込み先に、申込受付開始日以降、「２００６年度社会福祉士全国統一研修　受講申込書」に必要事項を記載の上、ＦＡＸ又は郵便でお申し込みください。定員に達し次第、締め切らせていただきます。なお、会場ごとに申込用紙・申込先ＦＡＸ番号が違いますので、ご注意ください。

＊　必ず「２００６年度社会福祉士全国統一研修　受講申込書」をご使用ください。記入事項に間違いや記入漏れがないことをご確認ください。 

○　お申し込みをいただきますと、後日あらためて各会場から、希望選択講座の申込状況、受講費用振込方法、会場・宿泊案内等、詳細についてご案内します。（ご案内がない場合は、各会場申込先にお問い合わせください。）

○　受講費は事前振込になります。受講費の振込を確認後、正式な受講の受付にいたします。

○　受講受付・希望選択講座は正式な受講の受付（入金）順です。

○　受講会場は、自由に選択できます。 

○　始めに申込をした会場から別の会場に受講会場を変更する場合は、受講者自身で初めの申込先をキャンセルし、新たに受講したい会場の申し込みを行ってください。主催者側での調整は行いませんのであらかじめご了承ください。


受講資格・受講費
	受講資格：日本社会福祉士会会員　および　日本社会福祉士会会員以外の社会福祉士
受講費：会員：１２，０００円　非会員：１８，０００円

＊　日本社会福祉士会へ入会手続中の場合は、会員扱いにいたします。

＊　受講費には、研修資料（レジュメ集）代金を含みます。


研修サブテキスト
	『新社会福祉援助の共通基盤』（中央法規出版、２００４年）を共通研修課程の基幹的テキストとして位置づけています。６領域に基づく研鑚のために購入されることをお勧めします。事前購入及び当日購入が可能です。会場に用意できる部数には限りがあります。なお、当日持参の必要はありません。


備考
	会場によっては、車椅子を利用される方等に個別対応が必要な場合があります。準備の都合上、車椅子を利用するなど受講に配慮が必要な方は、「２００６年度社会福祉士全国統一研修　受講申込書」の該当欄にその旨を記載の上、各会場にお申込みください。

修了証はありません。修了証明書が必要な方は当日会場で申し込みをしてください。

欠席、３０分以上の遅刻・早退がある場合は、修了証明書の発行はできませんのでご注意ください。


申込先
	名鉄観光サービス株式会社山口支店
〒753-0074　山口県山口市中央５丁目２番３４号　セントラルビル内 

ＴＥＬ：０８３－９２３－２６００、ＦＡＸ：０８３－９２３－２５５２
Ｅ－Ｍａｉｌ： 1-yamaguchi@mwt.co.jp


問合せ先
	山口県社会福祉士会　事務局
〒753-0072　山口県山口市大手町９－６　山口県社会福祉協議会福祉人材センター内
ＴＥＬ：０８３－９２４－２７８３、ＦＡＸ：０８３－９２２－６６５２
Ｅ－Ｍａｉｌ： shashikai@yg-you-i-net.or.jp


講師からのメッセージ～２００６年度社会福祉士全国統一研修～ 

共通講座「実践研究」日々の援助の振り返り、検証することから研究へ
	新崎　国広　氏（大阪教育大学　助教授）　【宮城会場、大阪会場】

	　「実践研究」とは、一人ひとりの社会福祉士が自らの実践を通して何を目指すのか（価値）を明らかにすることです。あなたが直面している社会福祉実践を通して感じる怒り・戸惑い・葛藤の要因を分析し、解決に向けて課題に立ち向かっていくプロセスが重要です。現場には、あなたが目指す「宝石の原石」が落ちています。それに気づき（アセスメント）、磨きあげ(研究)なければ「宝石」とはならないでしょう。｢学ぶとは心に誠実を刻むこと。教えるとはともに希望を語ること。（アラゴン）｣共に学んでいきましょう。


	髙山　由美子　氏（ルーテル学院大学　専任講師）　【東京会場、長崎会場】

	　「実践研究」と聞いて、みなさんはどのようなことを想像しますか。「難しい」「やり方がわからない」など、苦手だな……と思うこともあるかもしれません。でも、実践研究の素材は、みなさん自身の中に、あるいはみなさんの周りにあります。また日本社会福祉士会にはその蓄積があります。社会福祉士だからこそ取り組むことのできる「実践研究」の共有化を目指し、日常の中で「実践研究」を形にしていくプロセスを共に考えみましょう。


	長岩　嘉文　氏（日本福祉大学社会福祉総合研修センター　研究員）　【北海道会場、山口会場】

	　援助実践の質を高める手段は，第三者評価や苦情対応、マニュアルづくりだけではありません。援助職者が日々の実践を言語化，記録化するという基本的でかつ真摯な営みを通してこそ質の向上が図られると考えます。しかし，度重なる制度改正，多忙な毎日の中でこのような営みは困難になっています。語りと記録にもとづく実践をどうつくるか。実践研究にどうつなげるかについて問題提起を試みます。


	前川　敦　氏（南海福祉専門学校　専任講師）　【愛知会場、香川会場】

	　社会福祉士は日々利用者と相対しながら、それぞれが様々な立場や方法で社会福祉実践をしています。しかし、その実践を振り返り、検証するにあたっての「実践研究」はまだ十分にできているとはいえません。この講座はもう一度原点に返り、生涯研修・実践研究に対する本会の歩み・取り組みを振り返り、「社会福祉士の仕事」は何かを考え、実践研究のあり方を考えていきたいと思います。


シンポジウム「福祉経営」　福祉サービスの質を高めるために

	各開催地からシンポジストが選ばれ、地域の特色をもったシンポウムが開催されます。コーディネーターは次の方々です。

	谷川　ひとみ　氏（谷川社会福祉士事務所）　　　　　　　 ：愛知会場、大阪会場

土屋　幸己　氏（富士宮市社会福祉協議会　事務局次長）　 ：東京会場、山口会場

土居　正志　氏（高齢者総合福祉施設虹ヶ丘　施設長）　　 ：北海道会場、宮城会場

久田　則夫　氏（日本女子大学　教授）　　　　　　　　　 ：香川会場、長崎会場


選択講座１「福祉権利」　　福祉における権利とその擁護 
	石渡　和実　氏（東洋英和女学院大学　教授）　【東京会場、大阪会場】

	　介護保険法が改正され、障害者自立支援法も成立して、高齢者や障害者の地域生活支援は新たな展開を迎えました。地域福祉権利擁護事業や成年後見制度、苦情解決など、福祉サービスを利用する人々の権利擁護やサービスの質の向上をめざすシステムは確実に機能しているのでしょうか。各地の実践や最近の動向に注目しながら、社会福祉士として権利擁護にどのように関わっていくべきか、について考えてみたいと思います。


	久保　美紀　氏（明治学院大学　教授）　【愛知会場、山口会場、香川会場】

	　福祉権利とは何？　権利擁護とは何？と、あなたの友人や家族に尋ねられたとき、あなたはどのように説明しますか？　社会福祉士が、権利擁護をどのようにとらえ、そして、権利擁護においてどのような取り組みをしていくのか、みなさんの日々の実践を振り返りながら、一緒に考えていきたいと思います。


	小嶋　珠実　氏（川崎市障害者更生相談所　心理判定員）　【北海道会場、東京会場、大阪会場】

	

	　高齢者虐待防止法、成年後見制度利用支援事業の対象の拡大等権利擁護に関する法律や制度が整備されつつあります。これらの法規や制度・事業を十分に咀嚼しいかに具体的な活動に結びつけるかはソーシャルワーカーの手腕に負うところが大きいといえます。権利擁護の実践家として社会福祉士がもつべき覚悟と視点について現状を踏まえ一緒に考えたいと思います。


	鈴木　敏彦　氏（和泉短期大学　助教授）　【宮城会場、愛知会場】

	　 “権利擁護”という言葉は、福祉専門職に浸透してきていることでしょう。しかし、“権利擁護”は、日々の福祉実践の中で、どれくらい意識されているでしょうか。福祉サービス利用者の権利擁護は、福祉専門職の“ミッション”といっても過言ではありません。そのミッションを果たすべく、私たち社会福祉士は何をすべきでしょうか。この講座では、福祉サービス利用者の権利の意味、権利擁護に関する制度等を再確認し、それらをどのように実践につなげていくかを、受講者の皆さんとともに考えていきたいと思います。


	髙山　直樹　氏（東洋大学　教授）　【大阪会場、長崎会場】

	　社会福祉士のアイデンティティは権利擁護である。ならば私たちは、権利というもの、そしてそれを擁護するということを「言葉」で市民に伝えられるのか、「実践」で利用者に具現化でき、さらに社会を「変革」できるのか？　本演習は、この出発点に立ち、受講者の実践とすりあわせつつ、権利擁護の意味を再確認していく。また事例や体験的演習を通して、権利擁護の推進者としての「立ち位置」を確認していく。新しい出会いを期待する。


選択講座２「対人援助」ソーシャルワークの価値～社会福祉士に求められる自己研鑽と自己覚知～
	植戸　貴子　氏（神戸女子大学　助教授）　【東京会場、大阪会場、長崎会場】

	　私たちは「目に見える道具を使わない」専門職。私たちが使うのは「自分という道具」です。質の高い支援のためには、ソーシャルワークの価値を踏まえ、道具としての自分の特徴を知り（自己覚知）、道具を磨き（自己研鑽）、道具を大切に扱うこと（セルフケア）が求められます。日常の実践をふりかえり、「自分の再発見」と「自分磨き」をし、また「セルフケア」についても学んでいきましょう。


	空閑　浩人　氏（同志社大学　助教授）　【東京会場、愛知会場、山口会場】

	　今日、社会福祉を巡る状況は大きく変化しています。このような状況のなかで、いやこのような状況であるからこそ、私たちはソーシャルワーク実践の意義と役割、そして利用者に寄り添い続けるソーシャルワークであるための「価値」について改めて認識を深める必要があると考えます。今回は援助者である自分に焦点を当てながら、日々の利用者の方々とのかかわりや援助活動が、より創造的で、より豊かなものへとなるための学びを、みなさんと共に分かち合いたいと思っています。


	小西　加保留　氏（関西学院大学　教授）　【北海道会場、大阪会場、香川会場】

	　様々なコミュニケーションを通じて「利用者を如何に適切に理解できるか」ということが、対人援助の最大のポイントといえます。クライエントとの関係性の中で、自分自身の知識や技術そして価値の内容が、相手を理解するための阻害要因にならないように自覚し、点検していくための視点や方法を学ぶ機会にしたいと思います。


	吉川　かおり　氏（明星大学　助教授）【宮城会場、東京会場、大阪会場】

	　本講座では、自己覚知を深めるための視点として、①問題解決パターン、②生活における価値のおき方、③満足感・充足感を得る源、④自己像（セルフイメージ）を取り上げます。グループでの討論を交えながら、今までの自分を整理し、次のステップに向かう一助にして頂けたらと考えています。


選択講座３「地域支援」コミュニティソーシャルワークと社会福祉士
	岩崎　雅美　氏（上智社会福祉専門学校　専任教員）　【愛知会場】

	　「たのしい時間は、新しい発見と良いコミュニケーションがとれること」をモットーにグループ演習を交えた研修を行います。コミュニティソーシャルワークの知識やハウツーでなく、ゆるやかに自己と向き合いながら、実践と地域とのつながりを身体知や暗黙知をヒントに考えていきます。ほっこりとした時間を過ごしたい方におすすめ。


	岡崎　仁史　氏（広島国際大学　教授）　【東京会場、山口会場】

	　地域福祉も進み、２１世紀には基礎自治体が地域住民に対する社会福祉の責任を基本的にもち、地域福祉計画に見られるように住民参加が要件になっている。住民参加には、三種あって、行政過程に参加する行政協力型、行政と対立する住民運動型、立法府の議会・制度執行する行政府と協働するが自治を手放さない住民自治型がある。社会福祉士は、個別支援をはかりつつ住民自治を作り上げる地域支援を行う社会福祉援助技術を身に着けよう。


	小澤　温　氏（東洋大学　教授）　【宮城会場、大阪会場】

	　介護保険法の改正、障害者自立支援法の施行など、社会福祉を取り巻く法制度は著しく変化しています。こうした改革の根底には、施設生活から地域生活への移行という考え方が強く反映しています。そのため、社会福祉士にとってコミュニティソーシャルワークは今後ますます必要性が高まってきます。ここでは地域事例をいくつか取り上げながらネットワークづくりと社会資源開発を中心にコミュニティソーシャルワークを考えていきます。


	長渕　晃二　氏（茅ヶ崎リハビリテーション専門学校　専任教員）　【北海道会場、東京会場、香川会場】

	　コミュニティソーシャルワークと言っても「特にコミュニティワークの部分がよくわからない」という方が少なからずいます。しかし、施設や相談機関の実践の中でも、意識はしていなくてもコミュニティワークに近いような実践は案外あるものです。具体的な支援計画・記録・評価の様式を示していきますので、自分の実践に引き寄せながら「意識した実践」を考え、専門性を高めていきましょう。


	原田　正樹　氏（日本福祉大学　助教授）　【大阪会場、長崎会場】

	　日本におけるコミュニティソーシャルワークとは、外国の理論の紹介ではなく、地域に根ざした自立生活支援のなかから育まれた技法として捉えることが必要だと思います。個別支援と地域支援を総合的に展開しているソーシャルワーク実践やそれを意図したサービスやシステムの開発はすでに各地で始まっています。社会福祉士は言葉に踊らされることなく、地域のなかで自立生活を支援できる力量を身につけていくことが大切です。本講座では先進地事例の紹介と基礎理論を学びます。


	菱沼　幹男　氏（日本地域福祉研究所　研究員）　【東京会場、愛知会場】

	　住みなれた地域で幸せに暮らしていくためには、フォーマルだけでなくインフォーマルな資源へのアプローチが不可欠です。しかし、社会福祉士は一体どれだけ個々のサポートネットワークに関わり、地域に働きかけることができているでしょうか。この講座ではコミュニティソーシャルワークの視点から地域生活を支援する方法について考えていきます。






講師：京子・ラスムセン　先生

　　　（コペンハーゲン大学病院ヘアレウ　腫瘍科医）

日時：2006年9月16日（土）18時～

場所：エスポアール出雲クリニック

　　　リハビリセンターゆう　3階

　 高次脳機能障害デイケア　きらり
FAX送信表

申し込みは、

エスポアール出雲クリニック

リハビリセンターゆう　高次脳機能障害デイケアきらり

FAX  0853－２５－３９５２

　参加希望の方は事前にFAXでお申し込みください。

　京子・ラスムセン先生（コペンハーゲン大学病院）を迎えての研修会

“デンマークの家庭医制度”「認知症（の人たち）に対する家庭医の役割」

９／１６(土)1８：０0～　参加申し込み

· 受付をスムーズに行うために分類欄をお知らせください。（いずれかに○をお付けください）

〔　行政　　　　医療機関　　　　施設関係　　　　学校関係　　　　業者　　　その他　〕

　　　　　（当日、受付の窓口となります。）

	所　属
	

	

	職　名
	御　氏　名

	
	

	
	

	
	

	　　　　＊　定員になり次第申し込みを終了とさせて頂きます。






平成１８年度第３回出雲成年後見センター研修会

　「権利擁護政策の展開と課題」
　講師　高橋紘士　氏
　　　　　日　時：平成１８年９月２日（土）１５：００～１７：００

　　　　　場　所：県立中央病院　大研修室

　　　　　参加費：無料
　　　　　主　催：出雲成年後見センター　

共　催：出雲高齢者あんしん支援センター
お問合せ先：出雲成年後見センター事務局  出雲市今市町南本町２１番地３
　　　　　　　　　　　TEL ０８５３-２２-８０９７　FAX ０８５３-２３-００７６
 　　　　　　　　　　　E-mail　hiyoko@niwatori.com
　　　　　　　　　出雲高齢者あんしん支援センター　出雲市今市町５４３番地

　　　　　　　　　　　TEL ０８５３-２５-０７０７　FAX ０８５３-２５-０９０１

                       E-mail 　 izumo-shien@izumoshakyo.jp
＊＊＊　講師プロフィール　＊＊＊

    　高橋紘士　立教大学大学院21世紀社会デザイン研究科教授

　　　社会保障審議会障害者部会臨時委員、同介護給付費分科会専門委員。内閣府男女共同参画会議基本問題調査会委員、東京都社会福祉審議会副会長、（社）日本社会福祉士会理事、（社）有料老人ホーム協会理事、日本福祉介護情報学会代表理事などを歴任。

　　　そして、高齢者介護研究会委員をはじめとする今回の介護保険改正にかかわる検討会研究会委員を歴任。現在、未来志向プロジェクト推進委員会委員（厚生労働省老健局）、地域ケア指針策定研究班員（厚生労働省老健局）、介護福祉空間整備交付金審査委員会座長（厚生労働省老健局）、などを務める。

　　　また、新障害程度区分研究班主任研究者として、障害者自立支援法の制度化にも関与。

　　権利擁護関係ではさらに、後見的支援機関横浜生活あんしんセンター業務監査委員会委員長、日本成年後見学会「市町村における権利擁護のありかた研究委員会委員などを務める。

＊＊　参　加　申　込　書　＊＊

所属名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電　話：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
参加者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

☆研修会の内容について当日確認したいこと、質問等がありましたらこの参加申込書に記入して出雲高齢者あんしん支援センターまで送って下さい。


出雲高齢者あんしん支援センター（担当：西尾・成相）
〒693-0001　出雲市今市町５４３番地

　　　　　　　　　　　　　TEL ０８５３-２５-０７０７

 　 FAX ０８５３-２５-０９０１
                      　　E-mail　　 izumo-shien@izumoshakyo.jp
	第１２回地域福祉実践研究セミナー「住民主体の地域福祉実践とまちづくり」

　～安心して住み続けるための包括ケアとコミュニティソーシャルワーク～


日時：２００６年８月２４日（木）～２６日（土）
主催：特定非営利活動法人日本地域福祉研究所、島根県松江市、社会福祉法人松江市社会福祉協議会
共催：社会福祉法人島根県社会福祉協議会
運営：第１２回地域福祉実践研究セミナー実行委員会
１．開催の趣旨
介護保険制度の大幅な改革、障害者自立支援法の施行など社会福祉のシステム改革、また、三位一体改革、市町村合併、指定管理者制度の推進など地域福祉をとりまく環境が大きく変化しています。そのような時代状況が変化する時代であるからこそ、地域住民が自らの地域の暮らしについて、ともに考え、話し合い、行動する住民主体の地域福祉実践がますます重要となり、そのような住民主体の実践をエンパワーメントする専門職の力量が問われます。島根県は、全国一の高齢県であり、松江市は、宍道湖の湖畔に位置する歴史と自然環境豊かなまちです。松江市では、２００１年から２１の地区公民館を拠点とした地区社会福祉協議会による「２１地区地域福祉活動計画」の策定に取り組み、５７４の近隣小地域活動を基盤に地区住民、福祉・教育関係者等が、自らの意思・知恵・熱意を持ち寄り、計画を策定し、現在、住民主体による地域福祉実践が行われています。また、市全体では、２００４年に策定された「まつえ福祉未来２１プラン」では、市内を５ブロックに設定し、地域福祉ステーション（地域包括支援センター）を拠点に、「みんなでやらこい福祉でまちづくり」を合言葉に、地域の特徴を活かしたコミュニティソーシャルワーク実践を展開しております。第12回地域福祉実践研究セミナーは、この島根県松江市を舞台に、『住民主体の地域福祉実践とまちづくり∼安心して住み続けるための包括ケアとコミュニティソーシャルワーク∼』をテーマに、全国の地域福祉実践に関わる様々な分野の実践家により、激動の社会情勢にあってそれぞれの地域において、住民主体による福祉でまちづくりを進める実践のあり方を展望するセミナーにしていきたいと思います。
２．本セミナーの特色
本セミナーは、わが国の地域福祉を理論・実践面でリードしている講師・アドバイザー陣を招き、質の高い実践的研修方法を採用しています。その特徴は次の通りです。
●　地域福祉に関わる様々な分野の実践者が交流し討議することを通して、今後の地域福祉の実践に新たな見通しを拓きます。
●　地域福祉の先駆的な実践現場に集い、そこの実践を分析することによる臨場感に富んだ研修の場を提供します。
●　各分野のワークショップでは、コミュニティソーシャルワークを中心とし、参加者自身が課題を明らかにし、その課題解決の方策をアドバイザーとともに考察し、企画力・実践力の向上を図ります。
●　ワークショップの達成課題を明らかにし、全体フィードバックでのプレゼンテーション・総括を通して、コミュニティソーシャルワーク・スキルの向上を図ります。
●　地域福祉の分析および課題解決の企画を通して、新しいトータルケアシステムとしての地域福祉構築とその実践方法としてのコミュニティソーシャルワークのあり方を探ります。
３．主催
特定非営利活動法人日本地域福祉研究所、島根県松江市、社会福祉法人松江市社会福祉協議会
４．共催
社会福祉法人島根県社会福祉協議会

５．後援（予定）
島根県、島根県教育委員会、島根県社会福祉士会、島根県老人福祉施設協議会、松江市教育委員会、松江市民生児童委員協議会連合会、松江市公民館長会、松江市公民館運営協議会連合会松江市公民館協議会、松江市地区社会福祉協議会会長会、松江市町内会自治会連合会、松江市ボランティア連絡協議会、企業ボランティア松江ネットワーク会議、松江市老人クラブ連合会松江市手をつなぐ育成会連合会、松江市医師会、松江市歯科医師会、松江市薬剤師会、松江市地域包括支援センター運営協議会、松江市身障者福祉協会、松江市連合婦人会、松江市ＰＴＡ連合会、松江市パトロールママの会、松江商工会議所、社会福祉法人桑友、ＮＰＯ子どもセンター、島根大学（順不同）

６. 協賛（予定）
ＮＨＫ松江放送局、ＢＳＳ山陰放送松江支社、ＮＫＴ日本海テレビ松江本社、ＴＳＫ山陰中央テレビ、山陰ケーブルビジョン、山陰中央新報社、共同通信社松江支局、時事通信社松江支局、朝日新聞社松江総局、読売新聞社松江支局、産経新聞社松江支局、中国新聞社松江支局、毎日新聞社松江支局、日本経済新聞社松江支局、新日本海新聞社松江支局、島根日日新聞社松江支社(順不同)
７. 開催期日
２００６年８月２４日（木）～２６日（土）３日間
８．会 場
１）主な会場
○　島根県民会館大ホール　〒690-0887 島根県松江市殿町 158℡0852-22-5506
○　松江テルサ テルサホール 〒690-0003 島根県松江市朝日町 478-18 ℡0852-31-5550
２）ワークショップ会場
ワークショップ１～８のそれぞれの会場
３）情報交換会会場『ホテル一畑』〒690-0852 島根県松江市千鳥町 70℡0852-22-0188
９. 参加対象
社会福祉協議会職員、社会福祉施設職員、保健・医療・福祉・生涯学習に携わる職員、医療機関、ボランティア・ＮＰＯ等、地域福祉実践に携わる職員や市民、大学院生など
１０．募集定員
２００名（先着順）
１１．申し込み方法
１）セミナー参加申込書及び参加費
①　参加申込書：７月２６日（水）までに日本地域福祉研究所へ郵送またはＦＡＸにてお送り下さい。後日、参加のワークショップ及び参加費振り込み手続き等をお知らせします。
2 参加費には、２日目昼食代１，０００ 円、情報交換会費６，０００円を含んでいます。

　一般（大学院生を含む）：２５，０００円
研究所員　　　　　　：２３，０００円
島根県内　　　　　　：２２，０００円
大学生　　　　　　　：２２, ０００円

※　基本的に３日間の全日参加とします。１日のみの参加費等の設定はありません。
※　ワークショップ参加者の相互の交流を深めるため、原則として情報交換会へ参加願います。
【参加申込み・お問い合わせ先】
特定非営利活動法人日本地域福祉研究所事務局（担当）井上・高田・岡村
〒１６２－０８４５　東京都新宿区市谷本村町３－２７　ロリエ市ヶ谷３階
電話：０３－５２２５－０２３７、Fax：０３－５２２５－０２３８　E-mail jicw@nifty.com
ホームページ http://homepage3.nifty.com/jicw/index.htm
※　お電話でお問い合わせの方は、月～木１０：００～１７：００の時間帯にお願い致します。
２）宿泊・交通等について今回のセミナーの宿泊・交通については、個人手続きを原則とします。
○　例年のように同一宿泊施設でのプログラム、宿泊先から各会場までの送迎は用意しておりません。現地の会場にて集合・解散とします。宿泊・交通に関しては日本地域福祉研究所、並びに松江市社協は一切取り扱いいたしません。なお宿泊先等について申し込みが必要な方のみ、下記の業者を紹介いたします。『宿泊申込書』：「近畿日本ツーリスト」へ郵送またはＦＡＸでお送りください。
【宿泊申込み・お問い合わせ先】
近畿日本ツーリスト株式会社担当：平崎
〒６９０-０８８７島根県松江市殿町１７１番地
電話：０８５２−２２−４８９３、FAX：０８５２−２７−８３５９
	プログラム


	８月２４日（木） 松江市の地域福祉実践　セミナー会場：『島根県民会館大ホール』


１２：３０　受け付け開始
１３：００　開会あいさつ
１３：３０　ミニシンポジウム「松江市における地域福祉実践（報告）」

（報告者）松江市健康福祉部　部長　松本　修司
松江市社会福祉協議会　事務局長 須田　敬一
法吉地区社会福祉協議会　会長　石原　智治
（進　行）同志社大学　教授　上野谷　加代子
１５：００　終了
　休憩
１５：１０　シンポジウム「住民主体の地域福祉実践（全国レベル）」
（シンポジスト）ＮＰＯ法人春日住民福祉協議会（京都府京都市）会長　高瀬　博章
社会福祉法人地域でくらす会（鳥取県米子市）理事長　井上　徹
琴平町社会福祉協議会（香川県仲多度郡）業務課長　越智　和子
（コーディネーター）ルーテル学院大学　教授　和田　敏明
（コメンテーター）日本地域福祉研究所　理事長　大橋　謙策
１７：００　終了
１８：００　情報交換会
会場：「ホテル一畑」

	８月２５日（金）９：００～１７：３０　ワークショップ


	ワークショップ１

	（テーマ）生涯学習との連携による住民主体の地域福祉実践
－法吉地区の福祉コミュニティ構築に向けた取り組みに学ぶ－

（会場）法吉公民館

	ワークショップ２

	（テーマ）地域包括支援センターにおけるコミュニティソーシャルワークの展開
（会場）松江市社協在宅福祉サービスセンター

	ワークショップ３

	（テーマ）商店街の活性化を通した高齢者・障害者にやさしいまちづくり
－天神地区の商店街の取り組みから－

（会場）まるベリー松江、白潟公民館

	ワークショップ４

	（テーマ）超高齢地域における住民主体の地域福祉実践を探る
－淞北台地区のフィールドワークをもとに－

（会場）淞北台自治会館

	ワークショップ５

	（テーマ）自立生活に不安を抱える市民を支えるソーシャルサポートネットワークの構築
（会場）いきいきプラザ島根

	ワークショップ６

	（テーマ）特別な支援が必要な子ども達への総合的な支援と福祉教育の充実
（会場）城東公民館

	ワークショップ７

	（テーマ）１人ひとりへのホスピタリティを大切に国際文化観光都市としてのまちづくり
－市民・ボランティア・ＮＰＯ・企業など市民活動の協働－

（会場）島根県市町村振興センター

	ワークショップ８

	（テーマ）福祉でまちづくりを展望した地域福祉計画と地域福祉活動計画の策定と進行管理
（会場）古志原公民館

	オプションⅠ

	（テーマ）自立生活支援における民生委員・児童委員の役割
（会場）松江テルサ


※　ワークショップのテーマおよび内容
※　ワークショップの参加者は終日、ひとつの分科会の参加になります。他のワークショップ、オプションプログラムへの参加はできません。申込書にて希望分科会をお知らせください。
	ワークショップ１『生涯学習との連携による住民主体の地域福祉実践－法吉地区の福祉コミュニティ構築に向けた取り組みに学ぶ－』

	法吉地区では、市地域福祉計画・地域福祉活動計画にもとづくモデル地区の指定をうけ、現在さまざまな取り組みが行われています。「住み慣れた地域でだれもが安全で安心して暮らせるまち」を目指して、地区社協、公民館、自治会、民生児童委員その他多くの関係者での協働による地域活動が展開されています。一方、松江市は古くから公民館を中心に生涯学習が盛んな地域です。住民主体の地域福祉活動を推進していくためには、住民の学習活動が大切です。このワークショップでは、法吉地区の先駆的な活動に学びながら、その過程のなかに住民の学習がどのようにあったのかを明らかにし、これから各地で住民の学習活動と地域福祉活動の推進をどのように支援していけばよいのかを検討します。
○　アドバイザー：日本福祉大学　原田　正樹
桃山学院大学　松端　克文
○　事例報告：法吉地区社会福祉協議会　会長　石原　智治
比津なごみの里　副会長　小数賀　幹夫
○　会場：法吉公民館


	ワークショップ２『地域包括支援センターにおけるコミュニティソーシャルワークの展開』

	松江市では、平成１８年度より公民館の地域ブロック毎に５箇所の地域包括支援センターを設置し、「まつえ福祉未来２１プラン」に基づいた地域福祉ステーションの実現に向けて取り組んでいる。地域福祉ステーションでは、コミュニティソーシャルワークの実践拠点として、保健師、主任介護支援専門員、社会福祉士により、先駆的な取り組みが行われている。本ワークショップでは、松江市の地域包括支援センターの取り組みを事例として、地域包括ケアシステムの構築に向けたモデル地域の取り組み、及びハイリスク者や困難事例への支援を通して、地域包括支援センターの機能を実現する実践的コミュニティソーシャルワークの展開について考える。
· アドバイザー：山梨県立大学　神山　裕美
○　事例コーディネーター：松江市中央地域包括支援センター　主任ケアマネージャー　角　知子
社会福祉士　池田圭介
○　会場：市社協在宅福祉サービスセンター


	ワークショップ３『商店街の活性化を通した高齢者・障害者にやさしいまちづくり－天神地区の商店街の取り組みから－』

	２００６年４月、社会福祉法人桑友は、松江市から徒歩１０分の天神に自然食レストラン「まめや」をオープンした。ここは精神障害者と市民が触れ合う場でもある。「まめや」には３つの「こだわり」が込められている。
１つは、精神障害者の「働きたいんだ」へのこだわりである。障害者でもこれだけのことが出来ることを証明しようとする。
２つめは、食へのこだわり、それも旬のもの、地元の食材など野菜を中心とした自然食へのこだわりである。「食は体を養い、病を治し、心を癒し、人をもつくる」をモットーとしている。
３つめは、地域へのこだわりである。きめ細かくダイナミックな地域ネットワークは松江の自慢の一つだ。全国的に「シャッター通り商店街」という街の空洞化が進む中で、高齢者や障害者にやさしいまちづくりが求められている。「まるベリー松江」の取り組みから、商店街の活性化に貢献する福祉活動の可能性を探ってみたい。
○　アドバイザー：長崎ウエスレヤン大学　田中　英樹
○　事例報告：社会福祉法人桑友　総括施設長　武田　牧子
天神町商店街関係者
白潟地区社会福祉協議会関係者
○　会場：まるベリー松江、白潟公民館


	ワークショップ４『超高齢地域における住民主体の地域福祉実践を探る－淞北台地区のフィールドワークをもとに－』

	１９６０年代後半に開発された一戸建て、県営住宅等が混在する松江市淞北台地区（一戸建ての地区は、高齢化率が２００３年現在で推計値３７％）では、自治会内に設置された、「いきいきライフを推進する会」が中心となり、高齢者の自立支援活動に加え、新たに病院等と連携した健康講座、留学生家族との交流会、子育てサロン開設の準備など住民主体の地域福祉実践に取り組んでいる。この淞北台地区をフィールドとして、実際に地域を歩くなどして、５年後を見据えた超高齢地域における住民主体の地域福祉実践のあり方を住民とともに探りたい。
○　アドバイザー：法政大学　宮城　孝
○　事例報告：淞北台自治会　会長　富永　利典
淞北台いきいきライフを推進する会　会長　高橋　博
城北公民館　館長（城北地区社協会長兼任）真先　正敏
○　会場：淞北台自治会館


	ワークショップ５『自立生活に不安を抱える市民を支えるソーシャルサポートネットワークの構築』

	松江市においては、地域福祉権利擁護事業の利用者数は全国でもトップレベルにあり、また成年後見等の組織もあり、さらに福祉オンブズ制度も設けられている。また、手をつなぐ育成会が安全ネットについて警察との連携をすすめている。高齢者、知的障害者、精神障害者等判断能力が十分ではない人たちは、サービス利用や金銭管理等日常生活において多くの不安や課題を抱えている。また、近年の高齢者や障害者の犯罪被害の多発、さらには災害時における対応なども課題となっている。このような人たちを支える地域のサポート体制が今後ますます重要となる。松江市の事例などをもとに、どのような地域の支援体制を構築するか考える。
○　アドバイザー：田園調布学園大学　小野　敏明
○　事例報告：松江市手をつなぐ育成会　武田　信子
認知症独居高齢者の地域支援関係者
○　会場：いきいきプラザ島根


	ワークショップ６『特別な支援が必要な子ども達への総合的な支援と福祉教育の充実』

	松江市では、「特別な支援が必要な子どもたちの総合支援事業～ふるさとあったかスクラム事業～」を平成１５年度から３年間実施してきた。この事業は、松江市教育委員会が島根県からモデル指定を受けて行った事業であるが、松江市においては８地区（小学校区単位）で公民館、地区社協、保護者や地域のボランティア等によって自主的な活動へと展開してきている。全国的にも「特別支援教育」の導入により、個別教育支援計画作成や特別支援教育コーディネーターの配置による校内システム構築がこれからの課題となっているが、松江市においては小地域単位で学校と地域が連携した取り組みが展開されている。このような「共に学ぶ」環境が全国的に広がりつつある中で、共に生きるための福祉教育の必要性が改めて問われている。松江市の実践に基づきながら福祉と教育の連携のあり方とそこで求められる福祉教育実践について考える。
○　アドバイザー：東京国際大学　中島　修
○　事例報告：「特別な支援が必要な子どもの総合支援事業～ふるさとあったかスクラム事業～」関係者
○　会場：城東公民館


	ワークショップ７『一人ひとりへのホスピタリティを大切に 国際文化観光都市としてのまちづくり－市民・ボランティア・ＮＰＯ・企業など市民活動の協働－』

	松江市は、地域特有の優れた観光資源を積極的に活用した、ホスピタリティあふれる観光都市づくりを市民とともに進めています。「地域の繁栄なくして企業の繁栄はなし」と、地域福祉の推進を基本理念に取り組む「企業ボランティア松江ネットワーク会議」には８０を超える会社が参加しています。国際文化観光都市として発展しようと、地域住民を巻き込みながら、市民・ボランティア・ＮＰＯ・企業が協働し、「まちおこし」とともに「人づくり」を行ない、元気な「まちづくり」に取り組んでいます。訪問される外国人の方も、障害のある方も、市民を含め誰もが安心して過ごせるまちになるよう、一人ひとりへの「ホスピタリティ」を大切に取り組む市民活動の協働実践について、事例だけではなく、実際の取り組みから体験的に学び、人と人、人と社会のつながりを創る、団体や機関との協働による展開の視点と方法について考えます。
アドバイザー：十文字学園女子大学　佐藤　陽
○　事例報告１：出雲国まほろばガイドの会　会長　加島　義雄
○　事例報告２：合資会社一文字家　専務取締役　景山　直観
株式会社ワコムアイティ　専務取締役　今岡　克己
ＮＰＯ法人プロジェクトゆうあい　理事長　三輪　利春
○　フィールドワーク：松江市観光ボランティアガイドの会　会長　若槻　秋子
○　会場 ：島根県市町村振興センター


	ワークショップ８『福祉でまちづくりを展望した地域福祉計画と地域福祉活動計画の策定と進行管理』

	松江市では、２００１年度に小学校区単位の地区地域福祉活動計画を住民主体で作成し、その上で、２００４年度に市行政と市社協の協働により地域福祉計画及び地域福祉活動計画を一体的に作成し、目下実践展開中である。その計画の特色は、①住民主体と公私協働の計画策定方式、②課題のきめ細かい把握に立脚した策定方法、③地区計画を含む２層構造の計画構成、④重層的なエリア設定による包括的地域ケア体制を中心とする計画体系などである。松江市から、具体的に地域福祉計画と地域福祉活動計画の策定と進行管理の視点と要点を学ぶと共に、コミュニティソーシャルワークの考え方に立脚する計画策定及び進行管理に必要な視点と方法の理解を深め、参加者の計画策定・管理能力の向上を目指す。
○　アドバイザー：文京学院大学　鷹野　吉章
○　事例報告：松江市健康福祉部　次長　石飛　秀人
松江市社会福祉協議会　事務局長　須田敬一
古志原地区地域福祉活動計画策定関係者
○　会場：古志原公民館


	オプションメニューⅠ『自立生活支援における民生委員・児童委員の役割』

	オプションメニューのテーマ及び内容ワークショップとは別企画として、オプションメニューを企画しています。これは主に島根県内の方々を対象とした地域福祉の入門講座です。セミナー参加者はワークショップへの参加を原則としますが、関心のある方はこのオプションメニューに参加することもできます。ただしその場合、ワークョップへの参加はできません。

	○　時間：１３：３０～１６：００
○　対象者：松江市民生児童委員協議会連合会等
○　コーディネーター：創造学園大学　菱沼幹男
○　会場：松江テルサ


	８月２６日（土）ワークショップ総括コンサルテーション・鼎談
会場：『松江テルサ テルサホール』


９：００　ワークショップ総括
ワークショップアドバイザーによるワークショップ総括
全体コメント：同志社大学　上野谷　加代子
１０：３０　終了
１０：４０　鼎談『地域福祉と住民の主体形成～みんなでやらこい「福祉でまちづくり」～』
松江市長　松浦　正敬（予定）
全国公民館連合会　副会長　福間　敬明
日本地域福祉研究所　理事長　大橋　謙策
◇　鼎談終了後に、杵屋五司郎氏による三味線演奏がございます。
◇　杵屋五司郎長唄、三味線演奏家。東京芸術大学非常勤講師、昭和音楽大学講師。「松江舟唄」（歌：長山洋子、今年６月ビクターより発売）の作曲者。
１２：３０　閉会 あいさつ

【特定非営利活動法人 日本地域福祉研究所】
日本福祉研究所は、１９９４年１２月２３日に地域福祉の研究及び実践の推進に寄与することを目的に任意団体として設立され、２０００年１月１７日に特定非営利活動法人として認証されました。
当研究所は、全国各地で草の根の地域福祉実践をしている人々を支援し、必要な情報提供を行い、その実践の理論化・体系化を推進するという設立の精神を使命として、『地域福祉実践研究セミナー』の開催をはじめ各種事業を着実に展開・実施し、実践に対するコンサルテーションを行うことによりコミュニティソーシャルワーカーの資質と専門的力量の向上に努めてきました。
また、地域福祉実践とりわけコミュニティソーシャルワーク実践とその支援活動の社会的意義及び評価がますます高まっているなか、そうしたニーズに対応していくため昨年度からコミュニティソーシャルワーク実践者養成研修を実施しております。
＜顧問・客員研究員一覧＞
	研究所役職
	氏名
	所属

	顧問
	三浦　文夫
	東北福祉大学大学院

	顧問
	右田　紀久恵
	大阪市社会福祉研修センター

	顧問
	慎　燮重
	長崎ウエスレヤン大学

	顧問
	永田　幹夫
	福祉文化研究所

	客員研究員
	上野谷　加代子
	同志社大学

	客員研究員
	筒井　のり子
	龍谷大学

	客員研究員
	牧里　毎治
	関西学院大学

	客員研究員
	森本　佳樹
	立教大学

	客員研究員
	市川　一宏
	ルーテル学院大学

	客員研究員
	山本　主税
	長崎国際大学

	客員研究員
	岡部　和夫
	名寄市立大学

	客員研究員
	野口　定久
	日本福祉大学

	客員研究員
	小松　理佐子
	日本福祉大学

	客員研究員
	高橋　信幸
	長崎国際大学

	客員研究員
	朴　泰英
	大邱大学校

	客員研究員
	朴　壽天
	韓国保健福祉部


＜第４期役員＞
	研究所役職
	氏名
	所属

	理事長
	大橋　謙策
	日本社会事業大学

	副理事長
	宮城　孝
	法政大学

	副理事長
	田中　英樹
	長崎ウエスレヤン大学

	理事
	小野　敏明
	田園調布学園大学

	理事
	野川　とも江
	埼玉県立大学

	理事
	原田　正樹
	日本福祉大学

	理事
	佐藤　陽
	十文字学園女子大学

	理事
	本田　芳香
	埼玉県立大学

	理事
	鷹野　吉章
	文京学院大学

	理事
	中島　修
	東京国際大学

	理事
	菱沼　幹男
	創造学園大学

	理事
	崔　太子
	日本社会事業大学大学院

	監事
	青山　登志夫
	静岡英和学院大学

	監事
	千葉　茂明
	目白大学


【お問い合わせ先】
特定非営利活動法人日本地域福祉研究所事務局（担当）井上・高田・岡村
〒１６２－０８４５　東京都新宿区市谷本村町３－２７　ロリエ市ヶ谷３階
電話：０３－５２２５－０２３７、Fax：０３－５２２５－０２３８、E-mail jicw@nifty.com
ホームページ：http://homepage3.nifty.com/jicw/index.htm
※　お電話でお問い合わせの方は、月～木 １０：００～１７：００の時間帯にお願い致します。
第４期　障害者の地域生活支援研修（社団法人日本社会福祉士会　生涯研修制度専門分野別研修）

１．研修の目的

　　この研修は、障害のある人の権利を擁護する立場に立って、当事者主体のもと障害者の地域生活支援を実践するために必要な社会福祉士の力量を養成することを目的としています。

※　今回、国の相談支援事業研修の内容が変更され、受講者には自らが携わったケースのプランを持参することが求められることになりました。(この研修では従来からこうした手法を取り入れています。）

　 この研修では、障害者の地域生活支援に携わるケアマネジャーに求められる当事者主体・当事者中心の支援というケアマネジメントの核となる力量から、地域のネットワークの核になる存在として活躍できる力量の向上までをねらいとしています。

　　現在、障害者の地域生活支援に携わっている人だけでなく、入所施設で障害者支援に携わっている人、また高齢者領域で活動しているが障害者の支援も行う人など、地域生活支援の考え方や力量を学ぼうとする人たちの受講をお待ちしています。

２．研修期間　　２００６年１０月～２００７年９月（１年間）

３．受講対象者　次の（１）又は（２）のいずれかの条件を満たす者

（１）次の①から③までの条件すべてを満たす者

①　日本社会福祉士会会員である者

②　生涯研修制度「共通研修課程」修了有効期間内にある者

③　地域生活支援プランを必要としている障害者の支援プラン（現在地域で暮らしている人の支援プラン、これから地域で暮らそうとする人の地域移行支援プラン）を作成し提出できる者
（「ケア計画の作成」等の課題作成において、当事者の方にご協力いただく必要があります。協力をお願いした方のケア計画等を作成するようになるので事前に了解をとった上でお申し込みください。なお、協力いただく当事者については職務として支援をしている方でなくても結構です。） 

（２）所属の都道府県支部推薦を得られる者で、①から③までの条件すべてを満たす者

①　上記（１）の①③を満たすこと

②　地域における障害者支援の実践実績があること

③　受講決定後、受講キャンセルをしないこと

４．定員　８０人（受講希望者が定員を超えた場合は、先着順で決定します。）

※　支部推薦については、各支部１名は受講を優先します。

５．受講料　前期受講費　３０，０００円（スクーリング費用、テキスト等教材代含む）

後期受講費　２５，０００円（スクーリング費用、テキスト等教材代含む）

※　スクーリング参加時の交通費、宿泊費、食費等は含まれていません。

６．研修方法
　通信研修（課題レポートの提出）、集合研修（前期・後期）、所属支部における実践報告会の実施

７．申込方法

申込用紙に必要事項をご記入のうえ、申込用紙に記載されている申込先まで郵便またはＦＡＸにてお申込ください。

８．申込期間　２００６年８月９日（水）まで（定員に達した場合は、期間前に締切らせていただきます。）

９．主催　社団法人日本社会福祉士会　生涯研修センター

　　－お問い合わせ先－　（受付時間：月～金曜日　９：３０～１７：３０）
社団法人　日本社会福祉士会　事務局

ＴＥＬ：０３－５２７５－３５８０、ＦＡＸ：０３－５２７５－０１３９

Ｅ－ｍａｉｌ: kitamura@jacsw.or.jp　　担当／北村裕美子・牧野一義

１０．研修科目

	＜科目群＞
	＜科目名＞

	（１）総論
	①　地域生活支援の考え方

②　地域生活支援の今後の取り組みと課題

	（２）当事者の声を聴く
	③　「個人将来計画について」を読む（事前学習）

④　当事者の声を聴く（理論編）

⑤　当事者の声を聴く（演習）

	（３）ケア計画を立てる
	⑥　地域生活支援の方法（理論編）

⑦　ケア計画を作成する（演習）

⑧　ケア会議を実施する（演習）

	（４）地域ネットワークをつくる
	⑨　地域ネットワークをつくる（理論編）

地域ネットワークをつくる（演習）

⑩　社会資源を開発する（理論編）

社会資源を開発する（演習）

	（５）実践
	⑪　ケア計画の作成（中間課題）

⑫　地域ネットワーク計画の作成（中間課題）

⑬　「私の今後の取り組みと課題」の作成（事後課題）

⑭　支部への「ネットワーク実践報告」の実施（事後課題）


研修受講修了者からの声

障害者の地域生活支援研修を修了して　～北海道支部　清野光彦～

　　私にとって第２期障害者の地域生活支援研修は、コミニティソーシャルワークの原点を再認識する意味において大変有意義であった。特に前期スクーリングでの「当事者の声を聴く」というプログラムでは、地域生活実現に向けての「想い」をしっかり聴く事の難しさを味わった。どんなに小さな「想い」にも、「当事者」の夢と希望がぎっしりつまっている。その「想い」の実現を支援するためには「心を傾けて聴く」あるいは「想いを共有する」という姿勢が必要であろう。しかし、私たちは、経験が豊富になるにつれて、無意識のうちに「専門的知識や技術」を盾に上下の関係性を構築してしまうこともある。
　　当事者と向き合うことの普遍的価値は、「専門性」と対極にあるものではない。「誰のための」「何のための」支援であるのか、そしてその実現のための地域とはどうあるべきなのか、今一度しっかり考えておく必要があろう。
この研修は、そんな「気づき」の機会を与えてくれた。より多くの方々が自分の立つべき位置を再確認する意味でもこの研修の受講をお勧めしたい。

障害者の地域生活支援研修を修了して　～長野県支部　山田小百合～

第１期生として地域生活支援研修を受講させていただきました。この研修を受講した時点で私は知的障害者の入所更生施設に１０年以上勤務しておりましたが、見えていなかったもの、聞く事ができていなかった事がこんなにもあったのか…という思いが強くいたしました。何より痛かったのは支援者側からは「趣味などへのお誘いにもなかなか自発的に動いていただけない方」という風に考えられていた方からの『ここでは自分が動く必要が無いじゃない』という一言でした。そうです、その方は自分が暮らしの中で必要とされて動きたかったのです。当たり前ですよね。その当たり前を、どうやったら叶えていくことが出来るのか、簡単には行きませんがそのことを学ぶのがこの研修だと思います。法律も変わり厳しさの増す中、益々支援者側にも力量が必要になってくるのではないでしょうか。一緒に学び続けていければと思っております。

１１．研修スケジュールと内容（予定）

	日程等
	科目名
	内容

	2006年
10月
	研修開始
	研修案内、テキストの送付

	課題

提出期限

11月15日
	第

Ⅰ

期
	自宅学習
	事前課題

③「個人将来計画について」を読む
【レポート提出】
	テキストに掲載されている「個人将来計画について」を読み、各自の実践を踏まえて当事者の声を聴くことの意味・方法についてまとめる。

	12月16日～17日
１泊２日東京都内を予定
	第

Ⅱ

期
	前期スク｜リング
	講義

①地域生活支援の考え方
	　本人主体の地域生活支援の理念・価値、意義・方法論などについて学ぶ

	
	
	
	講義

④当事者の声を聴く
	本人主体を重視して当事者の声を聴くことによって、当事者も援助者もニーズに気づくことの意義・目的を学ぶ。

	
	
	
	演習

⑤当事者の声を聴く
	　障害当事者へのインタビューを通じて、本人主体を支援する援助者の態度や、方法、本人のニーズを把握するための方法などを理解する。

※　当事者は主催者が手配します。

	
	
	
	講義

中間課題の説明
	後期集合研修までに行う中間課題の説明

	課題

提出期限

2007年

2月28日
	第

Ⅲ

期
	中間課題


	課題

⑪ケア計画の作成

【計画書の提出】
	受講者各自で、自分の担当する当事者（利用者）のケア計画を作成する。

※　当事者の協力が必要となります。

	
	
	
	課題

⑫ネットワーク実践計画書の作成

【計画書の提出】
	受講者各自で、それぞれの実践現場で、今後どのようなネットワークを形成していく必要があるかを考え、ネットワーク形成のための計画を作成する。

※　当事者の協力が必要となります。

	７月中旬１泊２日東京都内を予定
	第

Ⅳ

期


	後期スク｜リング
	講義

⑥地域生活支援の方法
	　地域生活支援の方法であるケアマネジメント、地域ネットワーク等について学ぶと共に、両者の関係性についても理解する。

	
	
	
	演習

⑦ケア計画を作成する

⑧ケア会議を実施する
	　ケア計画作成について学ぶと共に、本人参加のためのケア会議の開催方法について学ぶ。

	
	
	
	演習

⑨地域ネットワークをつくる

⑩社会資源を開発する
	　社会資源開発・ネットワーク形成・地域社会改革の方法について学ぶ。

	
	
	
	講義

②地域生活支援の今後の取り組みと課題
	　日本における障害者の地域生活支援の現状と今後の課題について学ぶ。

	課題

提出期限

８月31日
	第

Ⅴ

期
	事
後
課
題
	課題（１）

⑬私の今後の取り組みと課題

【レポート提出】
	　研修全体を通じて学んだことを踏まえて、参加者個々の地域生活支援実践の今後の課題、行動計画をまとめる。

	
	
	
	課題（２）

⑭ネットワーク実践の評価

【支部での報告会の実施】

【実施報告書の提出】
	支部において「ネットワーク実践」の報告会を実施する。その実施が行われたことを持って、すべてのプログラム終了とする。

※　開催について支部の協力が必要となります。


＊　数字は、左ページの科目名の数字

＊　進行状況により変更される可能性があります。

「介護サービス情報の公表」対策研修会　開催要項
1． 趣　　旨
今年度より実施される「介護サービス情報の公表」に対して、岡山県において本公表事業のモデル事業の調査員として２年間活動し、現在岡山県調査員の指導者としてご活躍中の小泉立志氏を講師に迎え、正しい知識と的確な対応方法を習得し、各事業者が充実した内容を公表できるよう学習すると共に、介護サービスの質の向上を目指す。

２．主　　催　島根県社会福祉士会

3． 開催日時　平成１８年７月２４日（月）　１３:３０～１６:３０

4． 参加対象　介護保険サービス事業者および島根県社会福祉士会会員

5． 参加人員　３００名（定員になり次第受付を締め切らせていただきます。）
6． 会　　場　くにびきメッセ　３Ｆ　国際会議場　TEL：0852-24-1111　FAX：0852-22-9219
〒690-0826 松江市学園南一丁目２番１号
7． 講　　師　社会福祉法人鶯園　特別養護老人ホーム千寿荘　荘長　小泉立志氏
・岡山県「介護サービス情報の公表」モデル事業調査員、岡山県調査員指導者

・社会福祉士

・岡山県老人福祉施設協議会　研修委員

・岡山県老人福祉施設協議会　２１世紀委員会　委員長

・全国老人福祉施設協議会　２１世紀委員会委員

8． 参加費用　　一般　５０００円　島根県社会福祉士会会員　３０００円
9． 日程・講義内容
13:30     　　 13:40                                                 　　　　　　16:00　　　　　　　16:30
	開会挨拶
	講義①「介護サービス情報の公表」の概要

2 調査情報項目に対する対処方法
	質疑応答


※調査情報項目を約１２０項目（うち全事業に共通するもの約３５項目）抜粋し、下に示す要領で具体的に説明していきます。

	確認のための材料
	対　　　　処
	備　　考

	入所者のプライバシーの保護の取組みに関する研修の実施記録がある。
	「プライバシー保護マニュアル」「個人情報保護規定」等をもとに研修を行った記録を提示（研修会名称・開催日時・出席者氏名・内容等を記載）
	全事業共通


10． 講義資料　　当日配布いたします。

※　なお、以下のマニュアルについては講師のご厚意によりサンプルを提供します。

（終末ケアマニュアル　プライバシー保護に関するガイドライン　権利擁護マニュアル　防災マニュアル　身体拘束廃止マニュアル　感染防止のための指針 ） 
11． 参加申し込み

別紙参加申込書に必要事項を記入してファックスまたは郵送にてお申し込み後、下記口座に参加費をお振込み下さい。開催日前日までに振込みの確認された方及び団体について参加を認めます。

●参加費振込口座　山陰合同銀行　三成支店（店番０１９）普通預金
　　　　　　　　島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　口座番号３６０５８０８

12． 申し込み期限　平成１８年７月２０日（金）

13． お問い合わせ

　　　本研修に関するお問い合わせは、下記にお願いいたします。

　　　　特別養護老人ホーム　あいサンホーム内　島根県社会福祉士会事務局

会長　松本憲二郎　　　事務局長　宇佐美裕恵

ＴＥＬ０８５４－５６－００８１　　ＦＡＸ０８５４－５６－００８３
平成１８年６月２０日

各　　位

島根県社会福祉士会

会長　松本憲二郎
「介護サービス情報の公表」対策研修会の開催について（ご案内）

本会の活動につきましては、平素より格別のご理解、ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、標記研修会を、岡山県において本公表事業のモデル事業の調査員として２年間活動し、現在岡山県調査員の指導者としてご活躍中の社会福祉法人鶯園　特別養護老人ホーム千寿荘　荘長　小泉立志氏　を講師にお迎えして、別紙開催要項の通り開催いたします。ご多忙の砌とは存じますが、多数ご参加下さいますようご案内申し上げます。

ＦＡＸ送信票（別様の鑑文を付けずにこのまま送信してください）
送信先　あいサンホーム（０８５４）５６－００８３

〒６９９－１６２１　　　仁多郡奥出雲町４２４－１
「介護サービス情報の公表」対策研修会参加申込書
法人・団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

施設・事業所名　　　　　　　　　　　　　　TEL　　　　　　　　　　　　　

申し込み責任者　　　　　　　　　　　　　　FAX  　　　　　　　　　　　　
	役　職
	氏　　　　　名
	該当するものの番号に○
	参加費

	
	
	１　島根県社会福祉士会会員

２　一般
	　　　　　円

	
	
	１　島根県社会福祉士会会員

２　一般
	　　　　　円

	
	
	１　島根県社会福祉士会会員

２　一般
	　　　　　円

	
	
	１　島根県社会福祉士会会員

２　一般
	　　　　　円

	参加費　計
	　　　　　円


※　この申込書に記載された個人情報は、本研修以外の目的に使用することはありません。

●参加費振込口座　山陰合同銀行　三成支店（店番019）普通預金
　　　　　　　　　島根県社会福祉士会　会長　松本憲二郎　口座番号３６０５８０８
	質問欄

（介護サービス情報の公表について講師に質問したい事項があれば、この欄にご記入ください）




平成１８年７月２０日
社団法人日本社会福祉士会　会員各位
中央法規出版株式会社
『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』のご案内
謹啓　時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。
さて、このたび弊社より『地域包括支援センターのソーシャルワーク実践』が発行される運びとなりましたので、ご案内いたします。
２００６年４月、地域包括支援センターの業務が全国でスタートしました。本書では、地域包括支援センター」の役割や意義、機能から、給合相談業務・権利擁護業務のための視点、必要な知識まで解説し、ソーシャルワーク実践のあり方について述べます。社団法人日本社会福祉士会・各都道府県支部主催で行われる「地域包括支援センター社会福祉士実務研修」で使用されるテキストでもあり、社会福祉士にとって必携の一書です。
つきましては、社会福祉に関わる方々の資料として至便と考えますので、日常業務にご活用頂きますようご案内申し上げます。
また、弊社が出版している関係図書も併せてご案内申し上げます。
	書名：地域包括支援センターのソーシャルワーク実践

著者：社団法人日本社会福祉士会　地域包括支援センターにおける社会福祉士実務研修委員会＝編

発行日：２００６年７月２０日

会員価格：２，０７９円（税込）、　定価（本体＋税５％）：２，３１０円（税込）

判型：Ｂ５、体裁：並製、頁数：２０２頁
送料：実費（５，０００円以上ご購入の場合、送料サービス）

申込方法

ア）申込先　社団法人　日本社会福祉士会

〒102－8482　東京都千代田区麹町4－5　桜井ピル3Ｆ

イ）申込方法　別途申込みハガキに必要事項をご記入の上お申込み下さい。

※　書籍の発送・請求・問い合わせ等につきましては、発行元の中央法規出版（株）にて行います。

締切日　平成１８年１２月２８日

問い合わせ先　中央法規出版株式会社　営業部営業第２課

〒150-053　東京都渋谷区代々木２－２７－４
ＴＥＬ 03-3379-3875、ＦＡＸ　03-3379-3820


２００６年４月から、地域ケアの新たな総合的マネジメント機関として地域包括支援センターが全国でスタートした。

と考え、平成１７年度の全国５会場における「地域包括支援センター社会福祉士実務研修（仮称）」の開催をはじめ、さまざまな議論を重ねてきた。

本書はこの研修の教材を基に、地域包括支援センターにおける総合相談支援業務や虐待対応を含む権利擁護業務といったソーシャルワーク業務について担う、あるいはこれから担おうとする社会福祉士のための手引書として改訂した。地域包括支援センターの役割や意義、機能から、地域包括支援センターにおける社会福祉士に必要な視点・基本的知識について解説。

平成１８年度より（社）日本社会福祉士会・各都道府県支部主催で行われる「地域包括支援センター社会福祉士実務研修」のテキストであると同時に、研修受講生以外の社会福祉士にとっても役立つ一書。
	主要目次

	第１章　地域包括支援センターの政策理念と意義

　第１節　地域包括支援センターの政策理念　－地域包括ケアシステムの確立と経緯－

　第２節　介護保険改革の全体像

　第３節　地域包括支援センターの制度構成

　第４節　地域包括支援センターの職員の業務

　第５節　まとめ

	第２章　実態把握とネットワーク構築の意義

　第１節　実態把握と理解

　第２節　地域のネットワーク構築の理解

　第３節　地域包括支援センターが構築するネットワーク

　第４節　住民中心の地域ネットワークと構築方法

	第３章　総合相談の視点と方法

　第１節　なぜ、総合相談なのか

　第２節　業務の担い手としての社会福祉士の視点

　第３節　総合相談の実践

	第４章　権利擁護の意義と制度の理解

　第１節　地域包括支援センターにおけるソーシャルワークと権利擁護

　第２節　権利擁護のための方法

　第３節　ソーシャルワークにおける権利擁護活動の実際例

	第５章　高齢者虐待防止と地域包括支援センター

　第１節　高齢者虐待防止の基本的視点

　第２節　高齢者虐待とは何か

　第３節　高齢者虐待防止と地域包括支援センターの役割

　第４節　高齢者虐待防止ネットワークの構築

	第６章　地域包括支援センターにおける社会福祉士の業務推進のために－業務管理と環境整備－

　第１節　業務管理・環境整備の必要性

　第２節　総合相談における業務管理とは

　第３節　総合相談における環境整備

	資料
○　介護保険法
　○　介護保険法施行令

	　○　介護保険法施行規則

　○　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律
　○　老人福祉法

○　地域包括支援センター業務マニュアル　総合相談支援業務・権利擁護業務
　○　社団法人日本社会福祉士会の倫理綱領
　○　関連機関・団体所在地


平成１８年６月１６日

関係各位

石見成年後見センター

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表　大村　修二郎

「成年後見制度」研修会の開催について（ご案内）

　謹啓　梅雨の候　ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

　平素は当センター事業につきまして格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

　さて、成年後見制度が制定され７年目を迎え、平成１６年度には約１７０００件の申立てがありました。これは、制定１年目（平成１２年度）の約２倍の件数になりました。

　さらに、本年４月から施行された改正介護保険法、障害者自立支援法では、高齢者・障害者への総合相談支援業務、権利擁護業務が主要な業務として位置づけられました。今回の法制度の見直しによって、個々の利用者が尊厳をもって地域での自立した生活を安心できる環境のもとで実現できるか問われています。

　このような状況において、利用者の権利擁護、相談支援に携わる司法関係者、福祉関係者、行政関係者をはじめ、成年後見制度の利用を考えているご家族が一緒に、この制度について共通した認識を持ち、利用される方にとって最も望まれる形での運用ができることを願い、標記の研修会を下記のとおり開催いたします。

　つきましては、お忙しい折とは存じますが、万障お繰り合わせの上、多くの皆様にご出席いただきますようご案内申し上げます。

　なお、研修会終了後には、成年後見制度に関する相談をお受けする時間を設けたいと考えておりますので、ご希望の方は申込用紙「相談の有無」の欄にご記入ください。

謹白

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．日　時　　平成１８年６月２４日（土）１３：３０～１５：３０

２．会　場　　江津市総合市民センター　大会議室（２Ｆ）

３．内　容　　１３：３０～１５：００　研修会

　　　　　　　　「成年後見制度の概要」

　　　　　　　　　　浜田ひまわり基金法律事務所　弁護士　田上　尚志　氏

　　　　　　　　「事例を通した成年後見制度の現状」

　　　　　　　　　　石見成年後見センター　社会福祉士　阪田　健嗣　氏

　　　　　　　１５：００～１５：３０　相談会

４．参加費　　無料

５．申し込み・問い合わせ先　　石見成年後見センター事務局　阪田　健嗣

　　　　　　　　　　　　　　　〒６９５－０００２　江津市浅利町３５３－１６

　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ　０８５５－５５－０９１０

　　　　　　　　　　　　　　　※　申し込みは、ＦＡＸ又は郵送にてお願いいたします。

ＦＡＸ　０８５５－５５－０９１０

「成年後見制度研修会」参加申込書

平成　　年　　月　　日記入

	氏　　　名　（職　種）
	

	所　　　属
	

	電話番号
	

	Ｆ　Ａ　Ｘ
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	

	相談の有無
	

	相談の趣旨
	１　成年後見制度の説明

２　成年後見制度の利用について

３　成年後見人等の推薦

４　任意後見人制度について

５　その他



	備　　　考
	


※　枚数が足りない場合は、コピーしてお使い下さい。

社団法人化10周年記念　第14回日本社会福祉士会　全国大会･社会福祉学会

開催日時：２００６年６月２日（金）～ ３日（土）

会場：大宮ソニックシティ、シーノ大宮　（所在地：埼玉県さいたま市）

テーマ：大会テーマ 新たな課題への挑戦　－社会福祉の質を高めるための視点－
大会趣旨

少子高齢社会の進行、家族形態の変化、社会経済の変容は、社会福祉のニーズを多様化、拡大化させ、新たな問題を引き起こしている。例えば在日外国人、多重債務者、ホームレス、ＤＶなど従来、社会福祉では取り上げられることが少なかったマイノリティの問題が顕在化、拡大してきている。

一方、社会福祉の契約化を中心とする社会福祉基礎構造改革から５年が経過するなかで、福祉サービスの量が大きく伸張する一方、福祉の利用者も量的に拡大してきている。

社会福祉の契約化の進行とニーズの多様化・拡大により、利用者中心・権利擁護のための新たなシステムが構築されるとともに、地域包括支援センターが創設されるなど、地域に根ざした社会福祉の活動が強調されてきている。

本大会ではこれらのことを踏まえて、社会福祉基礎構造改革の全体を俯瞰し、社会福祉の質を高めるために、社会福祉士の果たす社会的役割を考える。

参加対象

①　日本社会福祉士会会員

②　日本社会福祉士会会員以外の社会福祉士

③　その他、本大会に参加を希望するもの

定員：１，５００名（定員になり次第、締め切ります）
参加費：日本社会福祉士会会員：７，０００円、一般：８，０００円、学生：４，０００円

※　入会手続き中の方は、会員扱いとなります。

※　１日だけの参加の場合も、上記の金額となります。

※　入金後の返金はいたしません。

懇親会費：会員・一般・学生とも　７，０００円 

申込方法：学会での発表の申し込みは、様式１に記載して、お送り下さい。
開催団体：社団法人日本社会福祉士会

第１４回日本社会福祉士会全国大会埼玉県実行委員会

問合せ先：実行委員会事務局

社団法人日本社会福祉士会埼玉県支部、埼玉県社会福祉士会事務局

　　　　　〒338-0003　埼玉県さいたま市中央区本町東7-4-1

　　　　　　　　　　　　　 アスパイヤティクス305号

　　　　　E-mail：s1717csw@muh.biglobe.ne.jp

　　　　　URL：http://www5d.biglobe.ne.jp/~sai-csw/

共通研修課程：単位数　１０単位

2006.08.01　第３期保健医療分野におけるソーシャルワーク専門研修募集要項

１．研修の目的

保健医療分野で特化される力量を獲得し、他機関・他職種との連携が図れ、管理能力を有する熟達したソーシャルワーカーの養成をすることを目的とします。

２．研修期間

２００６年８月～２００７年８月

３．受講対象者

日本社会福祉士全会員であって、次の①及び②のいずれの条件も満たしている者

①　以下のア）～エ）のいずれかの条件を満たしている者

ア）日本医療社会事業協会の専門講座を修了していること。

イ）保健医療分野における相談援助実務経験が１０年以上であること。

ウ）日本社会福祉士会の生涯研修制度「共通研修課程」修了有効期間内にある者。

エ）所属の日本社会福祉士会都道府県支部の推薦がある者。

②　保健医療領域におけるソーシャルワーク実践事例５例を提出できること

４．定員

１００名（受講受付は先着順となります。）

５．受講料

４７，０００円（テキスト代は含まず）

※　テキストは「保健医療ソーシャルワーク実践」第１巻～第３巻を用います。受講決定後にお送りするテキスト購入用紙で中央法規出版（株）に申し込まれれば定価の１割引でご購入いただけます。

※　スクーリング受講費（３万円を予定）、受講時の交通費、宿泊費、食費等は含まれておりません。

６．研修方法等

通信研修（課題レポート）とスクーリング（３泊４日）

本研修は、社団法人日本社会福祉士会生涯研修制度専門分野別研修として位置付けられています。

生涯研修センターによる専門分野別研修課程修了認定証発行の申請には全科目を修了することが必要です。

７．申込方法

申込用紙に必要事項をご記入のうえ、次の申込先までＦＡＸまたは郵便にてお申込みください。

申込用紙を受付け次第、事例の提出方法についてご連絡いたしますので、事例を提出して、ください。

事例の提出をもって正式な受講申込みとさせていただきます。

日本社会福祉士会都道府県支部の推薦は、支部にお問い合せください。（推薦書の様式は日本社会福祉士会の事務局月報４月号に掲載されています。）

＜申込先＞日本医療社会事葉協会事務局　専門研修担当

住所　〒１６２－００６５　東京都新宿区住書町８－２０　四谷ヂンゴビル３０２2号

ＴＥＬ：０３－５３６６－１０５７、ＦＡＸ：０３－５３６６－１０５８

８．申込期限

２００６年６月２０日（火）まで

（郵便の場合は消印有効、ＦＡＸの場合は締切日必着となります。）

９．主催

社団法人　日本社会福祉士会

１０．事業委託実施

社団法人　日本医療社会事業協会

１１．お問い合わせ先

社団法人　日本医療社会事業協会　事務局　専門研修担当

ＴＥＬ：０３－５３６６－１０５７、ＦＡＸ：０３－５３６６－１０５８

Ｅ－Ｍａｉｌ：ｊａｓｗｈｃ＠ｄ３．ｄｉｏｎ．ｎｅ．ｊｐ

１２．研修科目

○　通信

	
	＜科目名＞

	科目群１
	○　保健医療分野のソーシャルワークの歴史と動向

○　医療と社会・経済

○　医療機関の機能とソーシャルワーク

	科目群２
	○　医の倫理とソーシャルワーク

○　生活障害とソーシャルワーク

○　連携・協働

	科目群３
	○　実践の評価・記録

○　組織と業務管理

○　保健・医療・福祉関連法規・制度


○　スクーリングの内容（予定）

	【講義】

医療制度に関する講義

医学知識に関する講義

トピックス

	【演習】

事例を使った演習を通して、次の事項こついて修得します。

①価値、倫理、権利の理解　②アセスメント能力・技術　③面接技術、コミュニケーション技術、④実践研究能力（記録、評価）⑤プレゼンテーション


１３．研修日程

	年　　月
	内容
	備考

	２００６年　８月
	第３期研修開始
	研修案内送付

	
	　第１学期（科目群１）
	

	　　　　　　９月
	
	

	
	
	

	　　　　　１０月
	
	

	
	
	課題・レポートの提出（科目群１）

	　　　　　１１月
	　第２学期（科目群２）
	

	
	
	

	　　　　　１２月
	
	

	
	
	

	２００７年　１月
	
	

	
	
	課題・レポートの提出（科目群２）

	　　　　　　２月
	　第３学期（科目群３）
	

	
	
	

	　　　　　　３月
	
	

	
	
	

	　　　　　　４月
	
	

	
	
	課題・レポートの提出（科目群３）

	　　　５月～７月
	　第３学期レポート評価作業
	スクーリング案内／申し込み

	
	
	

	　　　　　　８月
	　スクーリング（東京）
	

	
	第３期研修終了
	


	第３期　保健医療分野におけるソーシャルワーク専門研修 受講申込書


	（ふりがな）

申　込　者　氏　名
	

	自宅
	住所
	〒



	
	電話・ＦＡＸ
	ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

	職場
	住所

施設名
	〒



	
	電話・ＦＡＸ
	ＴＥＬ：　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

	どちらを連絡先とするか○で囲んで下さい。
	自宅　　・　　職場

	会員番号
	日本社会福祉士会


	日本医療社会事業協会


	所属支部名（都道府県名）
	

	日本医療社会事業協会専門講座を修了されている場合は、修了認定番号
	修了認定番号



	保健医療分野における相談援助実務が１０年以上である場合は、保健医療分野における実務経験を記載して下さい。
	勤務先名
	
	職種
	
	従事期間
	　年　月～　年　月

	
	
	
	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	
	
	
	　年　月～　年　月

	
	
	
	
	
	
	　年　月～　年　月

	日本社会福祉士会生涯研修制度共通研修課程修了申請年度を記入して下さい。
	年度

	都道府県支部推薦の有無
	□有（推薦書を添付して下さい）　　　□無


【申込期限】

　２００６年６月２０日（火）まで（郵便の場合は消印有効、ＦＡＸの場合は締切日必着となります。）

【受講可否の連絡】

　受講可否は、７月１８日頃までに、郵便でご連絡します。受講費の納入方法等については、受講可否の連絡時にご案内します。

2006.07.14　2006年度　子ども虐待対応社会福祉士研修

本研修は、子ども家庭支援に関わる方を対象に、講義とグループ演習を通じ、虐待に関する相談、対応及び関係機関とのネットワーク構築の力量をアップすることを目的とした研修です。

具体的には、以下の力量の強化・向上を図ることを目的としています。

①　地域における子ども虐待にかかわる情報分析・判断および危機介入できる。

②　子ども虐待にかかわる相談を受理し、市町村における個別支援を展開することができる。

③　機関内ネットワークを形成できる。また、地域サポートネットワーク形成・子育てグループ形成・早期発見システムの形成の取り組みができる。

※　本研修は、２００５年８月１３、１４日に開催したモデル研修「市町村における子ども虐待担当職員のための研修」を継続、発展させ、開催するものです。また研修を契機に子ども家庭分野に係る社会福祉士のネットワーク構築を目的としています。

１．日時・場所　（２日間）

　○　７月１４日（金）、１５日（土）東京会場　日本青年館　５０１会議室

　　　〒160-0013 東京都新宿区霞ヶ丘町７番１号　 TEL　03-3475-2550（総務）

　　　（地下鉄大江戸線　国立競技場Ａ－２出口より徒歩７分）

　○　１１月１０日（金）、１１日（土）大阪会場　ＡＡホール　本館５階５Ａルーム

　　　〒541-0047　大阪府大阪市中央区淡路町３丁目２番９号 エビスビル　TEL　06-6204-1011

　　　（大阪市営地下鉄　御堂筋線　本町駅１番出口より徒歩６分） 

＜１日目　プログラム＞

	時間
	プログラム

	１０：００
	（受付開始）

	１０：３０

～１２：００
	基調講演：「子ども虐待対応とファミリーソーシャルワーク」

講師：東京　松原康雄氏（明治学院大学教授）

　　　　大阪　芝野松次郎氏（関西学院大学教授）

	１２：００
	（昼食・休憩）

	１３：００

～１４：００
	話題提供：「地域サポートネットワークの意義」

講師：東京、大阪　高橋達男氏（仙台市児童相談所主幹）

	１４：００

～１７：００
	グループディスカッション：「地域サポートネットワークの形成に向けて」

司会進行： 子ども家庭支援委員会委員

	１７：３０
	懇親会（参加者の人数により開催しない場合がございます）


＜２日目　プログラム＞

	時間
	プログラム

	９：００
	（受付開始）

	９：１０

～１０：４０
	講義：「子どもの理解（医学的視点）」

講師：東京、大阪　奥山　眞紀子氏（国立成育医療センターこころの診療部部長）

	１０：５０

～１２：２０
	講義：「保護者の理解（心理学的視点）」

講師：東京、大阪　西澤　哲氏 （大阪大学大学院助教授）

	１２：２０
	（昼食・休憩）

	１３：３０

～１６：００
	パネルディスカッション：「権利擁護の視点からの児童虐待対応」

コーディネーター：東京　松原康雄氏（明治学院大学教授）

大阪　津崎哲郎氏（花園大学教授）

	１６：００
	閉会


【備考】会場の都合により、若干の時間帯の変更があり得ますので、ご注意下さい。 

３．対象者　・児童虐待に関わる相談・支援を行う担当者

・子ども家庭支援に関わる方・関心がある方(会員) 

４．定　員　各会場　先着５０名（定員になり次第、締め切ります）

５．受講費　１３,５００円（資料代含）

６．懇親会　懇親会参加費：５,０００円（予定）

※参加費は当日回収いたします。参加人数により開催しない場合がございます。

７．主　催 （社）日本社会福祉士会　生涯研修センター

８．申込方法　以下の申込書に必要事項をご記入のうえ、下記の申込先までＦＡＸまたは郵便にてお申込いただくとともに、受講料を指定の口座にお振り込み下さい。（電話ではお申込できません。）

※入金と申込の両方が確認された時点で申込受付となります。

９．締切日　２００６年６月１６日（金）（東京会場）

２００６年１０月１３日（金）（大阪会場） 

１０．受講決定 受講決定通知を開催約１０日前までに送付いたします。

FAX：０３‐３５９２‐０８８０ 　日本旅行東京法人営業部　高宮／内田

	２００６年度　子ども虐待対応担当者研修 受講申込書


	会員番号
	
	氏　名
	

	連絡先

※　勤務先の場合は、必ず勤務先名称もご記入下さい。
	〒
（TEL　　　　　　　　　　）（FAX　　　　　　　　　）

	参加希望会場

（どちらかに○をつけてください） 
	１．東京　　　　　２．大　阪

	懇親会参加希望

（どちらかに○をつけてください）
	１．参加する　　　２．参加しない

	振込先
	みずほコーポレート銀行　十五号支店

普通　Ｎｏ．３１０３５６９

　㈱日本旅行

※必ず受講者名にてお振込下さい。

	返金先
	銀行　　　　　支店　普通・当座

口座番号：

口座（こうざ）名義（めいぎ）：




※　昼食は各自でご手配下さい。

お問い合わせ先　(受付時間：月～金曜　10：00～17：30)

【お申込方法について】　日本旅行東京法人営業部　日本社会福祉士会デスク

TEL　03-3593-0321 FAX 03-3593-0688 担当／ 高宮、内田

【研修内容について】　（社）日本社会福祉士会　事務局

　　　　　　　　　　　　　TEL：03‐5275‐3580　　FAX：03‐5275‐0139

　　　　　　　　　　　　　E‐mail: takeshi.kitamura@jacsw.or.jp 担当：北村　毅、荒木　千晴

2006.07.01　2006年度　成年後見人継続研修（基礎編）

本研修（基礎編）は、成年後見人養成研修を修了し、これから受任する方や受任件数が比較的少ないなど、受任してからの実務に不安な方を対象に、講義とグループ演習を通じ、具体的な受任後の業務内容や後見制度の再確認等を行うことを目的とした研修です。

　※　２００６年度は成年後見人継続研修を「基礎編」と「実践編」に分けて開催いたします。本要項は基礎編に関するものです。実践編は別要項にてご案内しております。

１．日時・場所

　○　７月　１日（土）札幌会場　札幌市社会福祉総合センター　４階　大研修室

　　　〒060-0042　札幌市中央区大通西１９丁目１－１　TEL　011-614-2948

　　　（地下鉄東西線西１８丁目駅下車　出口１番）

　○　７月１５日（土）大阪会場　ＡＡホール　エビスビル　本館２階

　　　〒541-0047　大阪府大阪市中央区淡路町３丁目２番９号 エビスビル　TEL　06-6204-1011

　　　（大阪市営地下鉄　京淀屋橋駅より徒歩約５分、地下鉄本町駅、地下鉄堺筋駅より徒歩約５分） 

　○　７月２９日（土）福岡会場　クローバープラザ　東棟５階　５０８研修室

　　　〒816-0804　福岡県春日市原街３丁目１－７　TEL　092-584-1212

　　　（ＪＲ春日駅より徒歩約２分、西鉄春日原駅より徒歩約１０分） 

２．プログラム

	時間
	プログラム

	１０：００
	（受付開始）

	１０：３０
	基調講演：「権利擁護と成年後見～地域生活支援の視点から」（仮題）

講師：大阪、福岡　千木原　正氏（弁護士）

札幌　　　　篠木　　潔氏（弁護士）

	１２：００
	（昼食・休憩）

	１３：００
	報告：「権利擁護に関する動向～地域包括支援センターや障害者自立支援法における権利擁護」（仮題）

講師：日本社会福祉士会権利擁護センター「ぱあとなあ」委員

	１３：５０
	（休憩）

	１４：００
	グループ演習：「受任直後の実務」　初めて受任する際、気になるポイントを、活動報告をもとにグループで話し合います。

　①　職場との関係のとり方

　②　家庭裁判所との付き合い方

　③　金融機関との付き合い方

　④　財産目録の作成について

報告者：神奈川県社会福祉士会　会員

静岡県社会福祉士会　会員

福岡県社会福祉士会　会員

	１６：３０
	（閉会）


　【備考】会場の都合により、若干の時間帯の変更があり得ますので、ご注意下さい。

３．対象者　・成年後見人継続研修修了者 

４．定　員　各会場　先着１００名（定員になり次第、締め切ります）

５．受講費　１２,０００円（資料代含）

６．主　催 （社）日本社会福祉士会　生涯研修センター

７．申込方法　以下の申込書に必要事項をご記入のうえ、下記の申込先までＦＡＸまたは郵便にてお申込いただくとともに、受講料を指定の口座にお振り込み下さい。（電話ではお申込できません。）

※入金と申込の両方が確認された時点で申込受付となります。

８．締切日　２００６年６月１６日（金）

９．受講決定 受講決定通知を６月下旬に送付いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX：０３‐３５９２‐０８８０ 　日本旅行東京法人営業部　高宮／内田

	２００６年度　成年後見人継続研修 受講申込書


	受講者番号
	
	会員番号
	
	氏　名
	

	連絡先

※　勤務先の場合は、必ず勤務先名称もご記入下さい。
	〒
（TEL　　　　　　　　　　）（FAX　　　　　　　　　）

	参加を希望する会場に○をつけてください）
	１．札　幌　　　　２．大　阪　　　　３．福　岡

	振込先
	みずほコーポレート銀行　十五号支店　普通

口座番号：３１０３５６９

口座名義：㈱日本旅行

※必ず受講者名にてお振込下さい。

	返金先
	銀行　　　　　支店　普通・当座

口座番号：

口座名義：


※　昼食は各自でご手配下さい。

お問い合わせ先　(受付時間：月～金曜　10：00～17：30)

【お申込方法について】　日本旅行東京法人営業部　日本社会福祉士会デスク

TEL　03-3593-0321　FAX 03-3593-0688 担当／ 高宮、内田

【研修内容について】　（社）日本社会福祉士会　事務局

TEL：03-5275-3580　FAX：03-5275-0139

E‐mail: araki@jacsw.or.jp 担当：荒木、小幡

2006.06.17　2006年度　成年後見人継続研修（実践編）

本研修（実践編）は、成年後見人養成研修を修了し、既に受任されている方を対象に、本人の権利を擁護する後見実務に向け、講義とグループでの活動報告等を通じて、実践者のスキルアップ支援を行うことを目的とした研修です。

　※　２００６年度は成年後見人継続研修を「基礎編」と「実践編」に分けて開催いたします。本要項は実践編に関するものです。基礎編は別要項にてご案内しております。

１．日時・場所

　○　６月１７日（土）東京会場　日本青年館　地下１階　中ホール

　　　〒160-0013　東京都新宿区霞ヶ丘町７番１号　TEL　03-3401-0101

　　　（ＪＲ中央・総武線千駄ヶ谷駅または信濃町駅より徒歩約９分）

　　　（地下鉄銀座線　外苑前駅より徒歩７分　渋谷寄り改札口を出て、３番出口）

　　　（地下鉄大江戸線　国立競技場駅より徒歩約７分　Ａ－２出口）

２．プログラム

	時間
	プログラム

	１０：００
	（受付開始）

	１０：３０
	基調講演：「権利擁護と成年後見～地域生活支援の視点から」（仮題）

講師：千木原　正氏（弁護士）

	１２：００
	（昼食・休憩）

	１３：００
	報告：「権利擁護に関する動向～地域包括支援センターや障害者自立支援法における権利擁護」（仮題）

講師：日本社会福祉士会権利擁護センター「ぱあとなあ」委員

	１３：５０
	（休憩）

	１４：００
	グループ演習：「本人の権利を擁護するための後見実務」

※「成年後見人継続研修活動報告用紙」を活用

　後見実務について「どのように本人の権利を擁護する後見実務を行っているか」という視点から取り組むポイントを話し合うため、参加者各自が活動報告を持ち寄って演習を行います。

進行：成年後見研修委員

	１６：３０
	（閉会）


　【備考】会場の都合により、若干の時間帯の変更があり得ますので、ご注意下さい。

３．対象者　・成年後見人継続研修修了者 

４．定　員　先着１００名（定員になり次第、締め切ります）

５．受講費　１２,０００円（資料代含）

６．主　催 （社）日本社会福祉士会　生涯研修センター

７．申込方法　以下の申込書に必要事項をご記入のうえ、下記の申込先までＦＡＸまたは郵便にてお申込いただくとともに、受講料を指定の口座にお振り込み下さい。（電話ではお申込できません。）

※入金と申込の両方が確認された時点で申込受付となります。

８．締切日　２００６年５月３１日（水）

９．受講決定 受講決定通知を６月上旬に送付いたします。

	※　グループ演習について

　　本研修のグループ演習は、各自が後見活動報告を持ち寄り、権利擁護のための後見活動実践について報告し、話し合うことで、各自の実践を深めることをねらいとしています。事例自体の検討ではありません。

　　本研修にご参加の際には、本要項に添付している「成年後見人継続研修活動報告用紙」に、ご自身の事例の中から１つ選び、事前にご記入いただき、それを１０部コピーしてご持参下さい。なお、事例に記載に際しては、「会員が実践研究等において事例を取り扱う際のガイドライン」をご参照下さい。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
FAX：０３‐３５９２‐０８８０ 　日本旅行東京法人営業部　高宮／内田

	２００６年度　成年後見人継続研修 受講申込書


	受講者番号
	
	会員番号
	
	氏　名
	

	連絡先

※　勤務先の場合は、必ず勤務先名称もご記入下さい。
	〒
（TEL　　　　　　　　　　）（FAX　　　　　　　　　）

	振込先
	みずほコーポレート銀行　十五号支店　普通

口座番号：３１０３５６９

口座名義：㈱日本旅行

※必ず受講者名にてお振込下さい。

	返金先
	銀行　　　　　支店　普通・当座

口座番号：

口座名義：


※　昼食は各自でご手配下さい。

お問い合わせ先　(受付時間：月～金曜　10：00～17：30)

【お申込方法について】　日本旅行東京法人営業部　日本社会福祉士会デスク

TEL　03-3593-0321　FAX 03-3593-0688 担当／ 高宮、内田

【研修内容について】　（社）日本社会福祉士会　事務局

TEL：03-5275-3580　FAX：03-5275-0139

E‐mail: araki@jacsw.or.jp 担当：荒木、小幡

成年後見人継続研修　活動報告（実践編用）

※　研修当日のグループ演習で使用します。記載の上、１０部コピーしてご持参下さい。

	●　概要

●　権利擁護の視点（該当するところで可）　※　全部埋める必要はありません。

	
	受任前
	受任後の取り組み
	課題

	親族との関係


	
	
	

	サービス提供機関（施設）との関係


	
	
	

	住むところ（居所）の関係
	
	
	

	財産侵害の対応


	
	
	

	その他


	
	
	


	ガイドライン第3号　社団法人日本社会福祉士会　会員が実践研究等において事例を取り扱う際のガイドライン

2003年4月19日制定

　社会福祉士は「社会福祉士及び介護福祉士法」第４６条において、利用者等の個人情報に対する秘密保持義務が課されている。したがって、支援の過程において知りえた個人情報を正当な理由が無く他者に開示することは許されない。しかし、事例を記録しそれをもとに専門職間で検討することは、多くの学びを得ることができ、社会福祉士が利用者等を支援する力量を高める最も有効な手段のひとつである。

　ソーシャルワーカーの倫理綱領をふまえて、社会福祉士が自らの力量を高めることは、利用者等の利益につながる。このことを目的にする限りにおいて、事例を検討することができる。

　以上のことから、事例を扱う際には、できる限り個人情報に対する秘密保持への配慮が必要である。当「会員が実践研究等において事例を取り扱う際のガイドライン」は、配慮すべき留意点をまとめたものである。

１．事例作成上の注意

　①　事例は会員自身の社会福祉実践を客観視しつつ、実践研究等の目的に応じ適宜作成する。

　②　事例における利用者等の氏名、住所地、利用施設（機関）、援助者等の氏名、所属先名称等の固有名詞は、原則として無作為のアルファベットで表記し、個人、地域、施設等が特定されることがないようにする。

　③　援助者等の所属する施設名（機関名）及び職名、援助者が提供するサービス名称等は、原則として法律上の名称とする。

　④　利用者等の生年月日を記載する必要がある場合には、生年までとする。

　⑤　利用者等の年齢は、特に必要な場合を除き、○○代前半（半ば・後半）とする。

２．事例作成のための情報収集上の注意

　①　事例作成のために利用者の個人情報を収集する場合は、目的に合わせて必要最小限の収集にとどめ、直接的に必要のない情報を収集しないようにする。

　②　利用者以外から収集した情報については、その事実関係や客観性を確認した上で活用する

３．事例を研究会等で使用する際の注意

　①　事例提供者は研究会の実施あたり主催者等に事例を提出する際には、提出過程において事例の内容が外部に漏れないように注意する。（例えば、Ｅメール、ＦＡＸ等によるやりとりは避ける。）

　②　事例提供者は、事例を提供することについて、原則として所属施設（機関）の上司等に承諾を得ておくこととする。

　③　事例提供者及び研究会主催者は、研究会等の参加者に対して、提供された事例にまつわる内容を外部に漏らさないように注意を喚起する。

　④　事例を研究会等で使用（配布）する場合は、終了時に事例提供者及び研究会主催者の責任においてすべて回収する。

　⑤　事例提供者及び研究会主催者は、回収した事例を速やかに裁断処理するなどして廃棄する。

４．事例にもとづく実践論文や『事例集』等を作成する際の注

　①　論文や『事例集』等を作成する際には、援助経過や援助内容のリアリティを損なうことがない程度に事例を加工して用いる。

　②　論文や『事例集』において所属施設（機関）のケース記録等を事例としてそのまま用いることは避ける。

　③　係争中のものや利用者と援助者の間に利害関係が生じる可能性のあるものは、論文や『事例集』としての適性を欠く恐れがあることから題材として取り扱うことは極力避ける。

　④　『事例集』を作成する際は、執筆者名の記載は極力避ける。

附則　１．このガイドラインは、２００３年４月１９日から施行する。

２．２００４年６月４日改正


2006.04.01－06.30　共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請について
日本社会福祉士会生涯研修センターから「生涯研修制度」標記の連絡がありましたので、ホームページ上で紹介させていただきます。 

１．共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請について
２００６年４月１日から、２００５年度の共通研修課程修了申請と専門分野別研修認定申請の受付が始まります。今後、申請の対象となる方が円滑に手続きできるよう、『ぴっと』等を通してアナウンスしていく予定ですが、支部からも申請対象となるみなさんへ、ご周知していただけますようお願いします。

２．申請期間

２００６年４月１日～６月３０日（共通、専門とも共通です）

３．共通研修課程修了申請の対象となる研修期間

２００３年４月１日～２００６年３月３１日 

４．共通研修課程修了申請対象者

２００３年３月３１日以前に日本社会福祉士会に入会された会員で、２００３年度及び２００４年度に「共通研修課程」修了を申請されていない方

※　共通研修課程修了の有効期間は修了してからの３年間です。２００３年度及び２００４年度に修了申請された方は、「有効期間内」です。有効期間が修了された方は申請対象者となりますので、お気をつけください。

※　共通研修課程は、３年に１度「修了」申請し、自己研鑽の履歴を生涯にわたり、積み上げるものです。

※　共通研修課程の有効期間内であることが、専門分野別研修の受講条件の一つとなります（研修によっては、経過措置及び代替条件があります）。

５．専門分野別研修課程認定申請対象研修

２００３年度から３つの新しい専門分野別研修がスタートし、２００４年度に第１期の方が修了しました。その方々も認定申請の対象となります。

　□　第５期～第８期「成年後見人養成研修」
　□　第１期～第２期「障害者の地域生活支援研修」修了者
　□　第１期～第２期「保健医療分野におけるソーシャルワーク専門研修」修了者
　□　第１期「現場実習指導者養成研修」修了者

　□　「独立型社会福祉士試行研修」修了者

　□　第１期「独立型社会福祉士試行研修」修了者

６．専門研修と共通研修

　※　生涯研修センター主催の「共通研修課程」及び「専門分野別研修課程」の修了にかかる個人履歴は、２００６年度４月号のニュースに同封します。

　※　詳しくは、会員専用ホームページ「２００５年度　生涯研修申請のご案内」を参照して下さい。ご不明な点があれば、ご遠慮なく生涯研修センターへお問い合わせ下さい。

７．申請に必要なもの

（１）「専門分野別研修課程認定」申請

□１　専門分野別研修課程認定証交付申請書（様式第６号）

□２　登録手数料納入証明書等

（２）「共通研修課程修了認定」申請（１、５、６は必須書類です）

　□１　集合研修参加単位記録（様式第１号）

　　□２　実習研修参加単位記録（様式第２号）

□３　グループ研修参加単位記録（様式第３号）

□４　自己研修参加単位記録（様式第４号）

　　□５　共通研修課程認定証交付申請書（様式第５号）

　　□６　登録手数料納入証明書等

　※　申請に必要な書式を会員専用からダウンロードできます。

　※　Ｅ－Ｍａｉｌによる申請を受け付けます。

８．申請書類の提出方法

　　【郵送】もしくは【Ｅ－Ｍａｉｌ】にて、次の宛先へ送付・送信して下さい。

　　【郵送】　〒１０２－８４８２　東京都千代田区麹町４－５　桜井ビル３階

　　　　　　　社団法人　日本社会福祉士会　生涯研修センター（申請書在中）

　　【Ｅ－Ｍａｉｌ】　ｋｅｎｓｈｕ－ｃｅｎｔｅｒ＠ｊａｃｓｗ．ｏｒ．ｊｐ（メールタイトルに「共通研修課程修了申請」または「専門分野別研修課程」とご記入下さい。）

９．手数料

　「共通研修課程修了申請」並びに「専門分野別研修課程申請」とも、手数料は３，０００円です。

　　・申請手数料　３，０００円

　・振込口座　郵便振替　（口座番号）００１８０－３－１７４７８６

　　　　　　　　　　　　　（口座名称）社団法人　日本社会福祉士会

専用の郵便振替用紙を日本社会福祉士会ニュース・４月号に同封します。
書籍販売のご案内

出雲成年後見センター事務局

出雲成年後見センターは2000年4月の発足以来地域の成年後見制度の発展を図る事を目的に活動してまいりました。この度これまでの活動をまとめた活動報告書「だれもが安心して暮らせる地域を目指して」が完成致しました。ぜひ皆様にも目を通して頂きたくご案内させて頂きます。

この活動報告書の購入を希望される方は、この注文票に必要事項を記入して受付に提出し代金（1,000円）をお支払い下さい。ＦＡＸで注文される場合は、活動報告書と同封して郵便振替の振込用紙を送りますのでそちらの口座までお支払い下さい。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

注　文　票
・出雲成年後見センター活動報告書

「だれもが安心して暮らせる地域を目指して」　価格（税・送料込み）1,000円
	注文数
	（　　　　）冊注文します。

	お届け先住所
	

	所属・勤務先
	

	氏　名
	


⇒ＦＡＸ　０８５３－２３－００７６（事務局　岡まで）
「出雲成年後見センター活動報告書　2006.5　～だれもが安心して暮らせる地域を目指して～」

　平成１７年１２月４日にビッグハートいずもにて開催された「高齢者・障害者セミナーⅰｎいずも」の報告書が完成しました。事例、議論、Ｑ＆Ａ、報告、論文など、当日の報告以外にも後見等に関わる内容を満載しています。

目次

［はじめに］

出雲成年後見センターの活動の成果と課題

　　　錦織　正ニ（出雲成年後見センター会長）

［事例］

　　事例検討と後見人等の推薦方法

　　事例１　公共事業で立ち退き

　　事例２　借金督促への対応

　　事例３　自宅外泊の実現

　　事例４　死後の事務

［議論］

　　議論１　医療同意の問題をめぐって

　　議論２　報酬の問題をめぐって

［Ｑ＆Ａ］

　　こんなときどうする？

［報告］

　　施設における成年後見等集団申立てについて

　　　新藤　優子（社会福祉士）

［論文］

　　八雲立つ出雲、扶け合いの里

　　－島根県出雲市・大田市・平田市・簸川郡・邇摩郡　成年後見帳－

　　　山口　信恭（元　松江家庭裁判所出雲支部裁判官）

［データ］

　　出雲成年後見センター　後見等受任状況・後見相談件数の推移

［活動年表］

［組織］

　　出雲成年後見センター役員名簿・職種別会員数

セミナー記録

［講演］

　成年後見制度の現状と課題

　　新井　誠（筑波大学法科大学院教授・院長）


平成18年４月1日から動き出した「地域包括支援センター」には、総合相談と支援を担う専門職として社会福祉士が配置されました。名称独占から業務独占へ、その足場をしっかりと築いていくために、このチャンスをどう生かせるのか。ソーシャルワークへの意識や力量が試されることになります。

　変転していく情勢の中で、社会福祉士に期待されているのは何か。地域包括支援センターでは、保健師、主任介護支援専門員とのチームワークが求められています。社会福祉士として採用され、実践を積み重ねていく中で、権利擁護の担い手として守り抜かねばならないものは何か。地域包括支援センターの社会福祉士だけでなく、社会福祉士個人として、社会福祉士会全体の課題として、一緒に考えていきましょう。

· 日　時　平成1８年5月2１日（日）１３：００～１６：３０
· 会　場　くにびきメッセ
· テーマ　「地域包括支援センターと社会福祉士への期待（仮題）」

· 講　師　高橋　紘士　さん（立教大学　教授）
· 参加費　無料
· 総会にあわせて開催します
· 研修会への申し込みはいりませんが、総会への出欠を提出して下さい


第１回総会

平成１８年４月１５日

島根県社会福祉士会

　会　員　各　位

島根県社会福祉士会

会 長　松本 憲二郎

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公 印 省 略）

平成１８年度第１回総会並びに研修会の開催について（お知らせ）

山陰各地でも桜の便りがにぎやかです。春暖の好季節を迎えましたが、皆さまにはお変わりもなくお過ごしでいらっしゃいますか。

さて、本年度第１回通常総会並びに会員研修会を下記により開催したいと存じます。

つきましては、なにかとお忙しいことと思いますが、当日お繰り合わせご出席くださるようお願いします。

なお、お手数ですが総会及び研修会への出席について、別添用紙により、

５月１７日（水）までに事務局宛ご回報をお願いします。

今回は、会則の変更を上程の予定です。ご都合がつかなくて欠席される場合には、必ず「委任状」を提出してくださるようお願いします。

記

１．日　時　　　平成１８年５月２１日（日）　１３：００～１６：３０

２．場　所　　　「くにびきメッセ（島根県立産業交流会館）」　４０１会議室

　　　　　　　　松江市学園南１丁目２－１　電話：０８５２－２２－１１１１
３．時間割　　　１３：００～１４：００　　総　会

　　　　　　　　１４：３０～１６：３０　　研修会

●テーマ　地域包括支援センターと社会福祉士への期待（仮題）

●講　師　立教大学 コミュニティ福祉学部　高橋紘士 教授
４．議　題　　

（1） 平成１７年度事業報告及び決算報告について

（2） 平成１７年度事業及び会計監査報告について

（3） 平成１８年度事業方針について（各委員会）

（4） 役員の選任について

　　（５）会則の変更（会則第35条及び38条）について

添付：連絡用紙

平成１８年５月１７日（水）までに郵送によりご連絡ください。

お忘れにならないよう、今すぐ投函してください。

平成１８年　　月　　日

島根県社会福祉士会 事務局 行

会員番号：　　　　　　　
会員氏名：　　　　　　　　　　　
所　　属：　　　　　　　　　　　　　　　

１．研修会への参加について（該当に○を付す、以下同じ）

　　・ 参加します　　　　　・ 参加しません

２．平成１８年度第１回総会への出席について

　　・ 出席します　　　　　・ 欠席します

〈委 任 状〉

　　平成１８年度第１回総会における表決事項について、

　　（　　　　　　　　　　）を代理人として、表決を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　委任者氏名：　　　　　　　　　　
平成１８年５月１７日（水）までに郵送によりご連絡ください。

お忘れにならないよう、今すぐ投函してください。

平成１８年　　月　　日

島根県社会福祉士会 事務局 行

会員番号：　　　　　　　　　　　
会員氏名：　　　　　　　　　　　
所　　属：　　　　　　　　　　　
１．研修会への参加について（該当に○を付す、以下同じ）

　　・ 参加します　　　　　・ 参加しません

２．平成１８年度第１回総会への出席について

　　・ 出席します　　　　　・ 欠席します

〈委 任 状〉

　　平成１８年度第１回総会における表決事項について、

　　（　　　　　　　　　　）を代理人として、表決を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　委任者氏名：　　　　　　　　　　
－記載例（出席の場合）－

平成１８年５月１７日（水）までに郵送によりご連絡ください。

お忘れにならないよう、今すぐ投函してください。

平成１８年　５月１０日

島根県社会福祉士会 事務局 行

会員番号：　１０００００　　　　　　
会員氏名：　島根　太郎　　　　　　　
所　　属：　島根福祉事業所　　　　　
１．研修会への参加について（該当に○を付す、以下同じ）

　　・ 参加します　　　　　・ 参加しません
２．平成１８年度第１回総会への出席について

　　・ 出席します　　　　　・ 欠席します
〈委 任 状〉

　　平成１８年度第１回総会における表決事項について、

　　（　　　　　　　　　）を代理人として、表決を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　委任者氏名：　島根　太郎　　　　　
－記載例（欠席の場合）－

平成１８年５月１７日（水）までに郵送によりご連絡ください。

お忘れにならないよう、今すぐ投函してください。

平成１８年　５月１０日

島根県社会福祉士会 事務局 行

会員番号：　１０００００　　　　　　
会員氏名：　島根　太郎　　　　　　　
所　　属：　島根福祉事業所　　　　　
１．研修会への参加について（該当に○を付す、以下同じ）

　　・ 参加します　　　　　・ 参加しません
２．平成１８年度第１回総会への出席について

　　・ 出席します　　　　　・ 欠席します
〈委 任 状〉

　　平成１８年度第１回総会における表決事項について、

　　（　議長　　　　　　）を代理人として、表決を委任します。

　　　　　　　　　　　　　　　委任者氏名：　島根　太郎　　　　　[image: image8.png]



　高次脳機能障害の地域生活への支援が今後の課題となっています。病院における急性期から、社会復帰までの連続した支援システムが必要であり、そのためには、認知リハビリテーションを段階的に多職種が必要なところで関わっていくチームアプローチが必要となります。今回は生活支援において、認知リハを取り入れる視点を学びたいと思います。





【申し込み先】


エスポアール出雲クリニック


リハビリセンターゆう　　高次脳機能障害デイケア　きらり


出雲市小山町３６２－１


TEL：０８５３－２５－３９４９（直通）　　 FAX：０８５３－２５－３９５２





ひとことメッセージ








FAXにて１１／２４（金）までにご返送下さい。





エスポアール出雲クリニック


リハビリセンターゆう　　高次脳機能障害デイケアきらり


〒６９３－００５１　出雲市小山町３６２－１


TEL：０８５３－２５－３９４９（直通）


０８５３－２１－９７７９（代）


FAX：０８５３－２５－３９５２


E-mail：kirari@espoir-izumo.or.jp





【問い合わせ先】





エスポアール出雲クリニック


リハビリセンターゆう　　高次脳機能障害デイケア　きらり





出雲市小山町３６２－１


TEL：０８５３－２５－３９４９（直通）　０８５３－２１－９７７９（代）


FAX：０８５３－２５－３９５２


E-mail：kirari@espoir-izumo.or.jp





ひとことメッセージ








FAXにて１０／１６（月）までにご返送下さい。





エスポアール出雲クリニック


リハビリセンターゆう　　高次脳機能障害デイケアきらり


〒６９３－００５１　出雲市小山町３６２－１


TEL：０８５３－２５－３９４９（直通）


０８５３－２１－９７７９（代）


FAX：０８５３－２５－３９５２


E-mail：kirari@espoir-izumo.or.jp





ひとことメッセージ








エスポアール出雲クリニック


リハビリセンターゆう　　高次脳機能障害デイケアきらり


〒６９３－００５１　出雲市小山町３６２－１


TEL：０８５３－２５－３９４９（直通）


０８５３－２１－９７７９（代）


FAX：０８５３－２５－３９５２


E-mail：kirari@espoir-izumo.or.jp





FAXにて９／３０(金)までにご返送下さい。





☆この書籍注文に関する問合せ先☆


〒693-0003島根県出雲市今市町21－3　成瀬司法書士事務所内


出雲成年後見センター事務局


TEL 0853－22－8097  FAX 0853－23－0076


E-mail   hiyoko@niwatori.com





島根県社会福祉士会　会員研修会





研修に関する問合せ先：n66-s@izumo-net.ne.jp（生涯研修委員会　長廻）








